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論文の要旨 
 

近年の情報処理機器の小型化・携帯化と通信ネットワークの発展から，どこにいても情

報の送受信や処理が可能なモーバイルコンピューティングの隆盛を見るに至っている．ど

こからでも情報の送受信を可能とするためには，必然的に無線通信の利用が適している．

無線通信は，その無線の覆域内であれば同時に複数の受信者が受信可能であり，放送やマ

ルチキャストに適した媒体である．また，情報処理機器間で伝送される情報量の増大，衛

星放送や地上波放送のデジタル化の傾向を鑑みるに，今後は無線を用いた映像や音楽の配

信のみでなく，データ放送の重要性が増してくるものと予測できる．無線データ放送によ

る情報提供システムを設計するうえでの課題として，放送データをどの順序で出力すべき

であるかというスケジューリングが挙げられる． 本研究は，無線を中心としたデータ放

送において，効果的なスケジューリング方法について，考察したものである．スケジュー

リングを行うに際し，受信者が情報を必要としてからその情報を得るまでの待ち時間，サ

ーバの情報が更新されてから放送出力されるまでの遅延時間，モーバイル端末が電力を消

費して情報を待ち受けている実受信時間をできるだけ小さくすること，放送データの信頼

性，通信効率を上げること，スケジューリング決定のための放送局側の演算負荷が過大に

ならないことなどを目的とする． 

これら目的を実現するため，本研究では次の観点から研究を行った． まず，これらの

問題解決を目指した既存研究について調査を行い，これまでの研究動向の概観を纏めた．

次にこれまでの研究では明示されていなかったスケジューリング上の課題と解決策を明

らかにした．第 1 に本研究において，データの更新を放送局が検知してから受信者へ放送

出力するまでの時間を遅延時間と定義し，全体としてこれを如何に小さく抑えることがで

きるかという課題を設定し，この対応策を検討した．第 2 に待ち時間や遅延時間を抑える

ためのスケジューリングの方法としてべき乗指数法を提案した．目的データの受信率，更

新率，データの更新やデータ要求の開始時刻から現在までの経過時間などを環境条件とし

て，出力データ選択の評価値を求める場合に，各環境条件の数値をなるべく簡単な換算式

で，評価の環境条件をフレキシブルに反映させることができる方法としてこの方法を考案

した．そして，どのような換算パラメータが適しているかをシミュレーションにより求め，

待ち時間や遅延時間を抑える方法を考察した．第 3 に，放送出力のデータを選択する方法
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として二重循環法を提案した．出力候補から出力データを評価値計算により決定するに際

し，全てのデータの評価値を毎出力タイミング毎に計算するのは演算負荷が大きいため，

類似する評価基礎データを持つページを同じグループとして，計算を簡略化する．二重循

環法は，グループ化手法のなかで，計算が簡単で周期が安定し待ち時間が小さくなること

を，シミュレーションにて確認した．第 4 に，データ更新に応じて遅延時間を小さくする

手法として基準時刻法を提案した．既存のスケジュールが固定の場合の待ち時間や遅延時

間最小化を目指した各手法をそのまま遅延時間を抑制する方法に応用すると処理が複雑

となる．提案した基準時刻法は既存の方法の問題を補うための手法である．第 5 に動的な

通信統合方式の提案をおこなった．データ配信方式として，プッシュ型通信の上り通信を

節約する利点とプル型通信による応答性を組み合わせる方法が提案されているが，有機的

な統合がなされていない．提案方式は，プッシュ型通信とプル型通信の動的統合行うこと

により，全体としての待ち時間を減少させることを示した．第 6 に，スケジュールのゆら

ぎと実受信時間との関連について検討を行った． 上記の動的な通信統合方式の提案は，

固定スケジュール方式と可変スケジュール方式を組み合わせた方式である．可変スケジュ

ールを固定スケジュールより優先することにより，固定スケジュールにゆらぎが生じる． 

スケジューリング評価要素のひとつである実受信時間については，初期受信までの受信回

数を減らすためのインデックス付与方法については既存の研究はあるが，定常受信につい

ては検討されていない．本研究では，スケジュールのゆらぎによる定常受信時の実受信時

間への影響について考察を行った．第7に，同時障害を回避する冗長通信方式を提案した． 

無線放送においては，時間的冗長や並列放送のみでは一時的全チャネル同時障害などに対

応できない．本研究では固定ディスクにおける RAID の概念をデータ放送に応用し，放送

通信における信頼性を向上させる手法についてRAID1,4,5に準じた手法の提案と信頼性と

通信効率の評価を行った．第 8 に，実受信時間と信頼性との関連について調査した．冗長

性を利用した通信の信頼性を向上する方式では，直接受信者の興味の対象としないページ

もパリティ計算の補完のために受信を行わなければならない場合がある．そうなると実受

信時間に悪影響を与える． 本研究では実受信時間と信頼性との関係について考察を行い，

適切なスケジューリング設定の方策を探った．以上の移動端末を対象とするデータ放送に

おいて、受信者にとり待ち時間や遅延時間が小さく，放送者の負担が小さく，信頼性の高

いスケジュールリング手法を明らかにすることができた． 
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第１章 
 

序論 
 

1.1  研究の背景および目的 

 

情報通信システムは，その誕生以来今日に至るまでの間に格段の進歩を遂げてきた．そ

の基本要素となる情報の処理機器であるコンピュータは，当初は専用の計算機室に設置さ

れていた．その構成素子は，真空管から，トランジスタ，ＩＣ，ＬＳＩ，超ＬＳＩと小型

化，高集積化，省電力化が進み，マイクロプロセッサ技術が発達してきた．それに伴いコ

ンピュータも，一般事務所のデスクサイドへの設置，デスクトップへの設置，さらにはカ

バンの中に持ち歩けるモバイルコンピュータへと発展してきており，さらには，携帯して

いることを普段は意識しないウェラブルコンピュータとして発展しようとしている．この

ように，情報処理機器の小型化・携帯化と通信ネットワークの発展から，どこにいてもコ

ンピュータの利用環境を実現できるモバイルコンピューティングの隆盛を見るに至ってい

る．それも単なる文章，表の作成入力機能などの事務機器やプレゼンテーションに利用す

るだけでなく，情報収集や発信の手段としての利用形態が大きな比重を占めるに至ってい

る[水野 97]．今後の移動端末は，コンピュータ，電話，ページャ，GPS など位置の取得機

能，時計，体温計／脈拍計／万歩計などの身体情報の収集と記録を行う身体データロガー，

TV，ラジオなどの機器機能が融合した情報処理機器へと発展していくものと思われる． こ

の移動端末の大きな機能の一つが通信である．移動端末の特性を考えると，有線通信でも

ある程度は任意の場所からの通信は可能であるが，自由にどこからでも通信を行おうとす

るためには必然的に無線通信が必要となってくる．移動端末から無線を用いて情報の発信

や収集を行うことが今後のデータ通信に大きな比重を占めるであろうことが予測される．

移動端末からの無線通信は有線通信とは異なったいろいろな課題をかかえている．（帯域

の不安定，帯域幅の制約，移動に伴う端末認識の問題他）[Imie93]，[Jabb95] 

また，有線無線を問わず，情報の発信や収集を行う形態としてインターネットの利用が

一般的となってきた．インターネットを用いて情報を収集する場合は，情報源に対して情

報収集者から要求を行い，情報源から応答を返す．いわゆる狭義のプル型通信である．こ
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の方法は通信帯域を大きく必要とする．また，情報収集側は意識して情報を集める必要が

ある．また，いわゆるインターネットにおける現在のプッシュ型通信は受信者側から情報

を定期的に要求する疑似プッシュ型であり［谷萩 98］，実態はプル型通信である．情報収

集側は意識して情報を集める必要はないが通信帯域は狭義のプル型通信よりもさらに帯域

を必要とする． 

ところで，無線媒体を利用することが有利な点として次の点が挙げられる．一つの情報

発信者に対し受信者が無線の覆域内であれば，受信者の数と帯域の大きさが直接関係せず，

受信者の数が多ければ多いほど，効率的に情報伝達ができる放送に適した媒体である．無

線放送の歴史を振り返ってみると，TV・ラジオなどのアナログ情報を放送の時代が長く続

いてきた．アナログ情報の放送の場合は，VTR，テープレコーダによる受信情報の蓄積と

再利用は可能であるものの，情報処理システムによる有機的な情報提供やデータベースと

して整理された形での情報の保存には限界がある．しかし，今後の放送デジタル化の進展

により，放送データを情報処理に用いる分野の発展は，極めて大きいものと予測できる．

その利用分野のひとつとして，データ放送が考えられる．放送局は端末に対してデータを

放送する．端末は放送されたデータを受信し，その端末で必要な情報のみを選択して利用

する．放送媒体は有線と無線の両方が存在し，端末も固定端末と移動端末の双方があるが，

なかでも，無線媒体で放送し移動端末で受信するという形態の比重が大きくなると考える． 

この形態は移動端末がいわば空中にデータベースを持つという考え方である．これにより，

無線の帯域と情報提供側の負荷を節約することが可能となる．このようなシステムは，先

駆的アイデアとしては無線教室[Katz94]，旅行案内システム[Shek94]，ニュース提供シス

テム[Giff90]，ＦＭ波を用いた文字放送システムなどが挙げられる．さらには，天気予報の

案内，ドライバに対して行う道路情報提供システム，投資家などを対象とする為替レート・

株価情報などの市況状況提供システム，航空機の運航支援に関する情報を提供している

ATIS（Aeronautical Terminal Information Service）のデータ放送化なども適用の有力な

候補として考えられる．さらにインターネットの発展により，無線と有線の階層的放送情

報ネットワークも提案されている[Katz96]．その他にも多くの放送システムが提案されてい

る[Best94b]，[Yan95]． 

放送の受信者は特定または不特定の多数である．受信者は放送される全ての情報を必ず

しも必要とはせず，その一部のみを必要とすることが一般的である．また，放送される情
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報は，多くの受信者に必要な情報もあれば小数の受信者のみが必要とする情報もある．さ

らに，放送される情報もその内容が固定の場合もあるが，順次変化することもある．変化

の頻度も情報により異なることもある．このような無線データ放送による情報提供システ

ムを設計するうえでの課題として，放送データをどの順序で出力すべきであるかというス

ケジューリングが挙げられる． 本研究は，無線を中心としたデータ放送における，効果的

なスケジューリング方法について，考察するものである． 

 

1.2 本研究の特徴 

 

1.2.1 無線データ放送システムモデル 

図 1.1 に本研究でスケジューリング方式を考察しようとしている無線データ放送システ

ムの概念モデルを示す． 

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
繰り返し放送

放送出力

固定端末／携帯端末

データの
要求

表示出力

エンドユーザ

オリジナル情報源放送サーバ

端末ファイル

気象・株価・為替・交通・スポーツ

 

データ要求 
（プル型の場合） 

必要データの
みファイル 

 

図 1.1 データ放送システムモデル 

Fig. 1.1 System Model of Data Broadcast 

 

一般の TV 放送やラジオ放送はマルチメディアのストリーム系の情報を放送出力するの
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に対し，データ放送では非ストリーム系のデータを放送出力する．視聴者放送の対象とな

る情報は，例を挙げると，株価・為替，天気予報，交通渋滞情報，一般ニュース，プロス

ポーツ経過状況，商品の宣伝，時刻表である．本研究は，一般の TV 放送やラジオ放送のス

ケジューリングにも適合する部分もあるが，考察を展開するうえでデータ放送を対象とす

ることを前提条件とする．データ放送で出力される情報の発生場所は様々である．ある一

定の場所に限られる場合もあれば，複数の場所で情報が発生し，収集される場合もある．

発生した情報は放送システムに送付される．送付の方法はオンライン・リアルタイムで送

付される場合もあれば，バッチとして一度に大容量媒体で送付される場合もある．また，

情報の送付は定期的に送付される場合，不定期に送付される場合，さらには情報の発生や

更新間隔が長く，スケジューリング方式設計上，情報の内容が変わらないとみなしても良

い場合がある．放送システムは，このようにいろいろな場所からいろいろなタイミングで

集められた情報を出力する．データ放送出力を受信できる複数の端末が存在する．端末は

放送される情報から必要とする情報のみを選択する．選択された情報は端末画面に直接表

示を行う．または，端末のローカルファイルに格納し，端末を利用するユーザが必要と判

断した時点でローカルファイルから画面に読み出す．放送出力の通信媒体は無線を対象と

する．端末は，ユーザが必要とする情報が定期／不定期に放送されるのを受動的に待つ場

合と，受信端末から放送システム側に必要とする情報を要求する場合がある．前者の場合

は放送の通信経路のみが存在すれば良いが，後者の場合は端末側から放送システム側へ要

求を伝える通信経路も必要となる． 

なお，本研究で対象としているモデルは無線放送であるが，考察した手法などについて

は，有線放送でも帯域の節約や放送システムの負荷の軽減など無線放送と共通する部分も

大きく，実用可能な研究成果が多い． 

 

1.2.2  データ配信方式の分類 

データ配信方式を分類するならば 1 対 1 通信と 1 対 N 通信，プッシュ型通信とプル型通

信，固定スケジュールと可変スケジュールの 3とおりの分類方法がある[Fran96]，[Fran97]，

[Fran98]．本研究では放送のスケジューリングをテーマとしており，上記 3 分類のうち，1

対 1 通信については，本研究の対象外である．放送に関するデータ配信方式は残る 2 種類

の分類方法の組み合わせにより，4 種類の組み合わせが考えられる．さらに，それらを統合
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したスケジューリング方式が加わる． 

 

(1) プッシュ型通信／固定スケジュール方式 

放送側は受信者がどのデータを受信しようとしているかの状況がリアルタイムに把握で

きず，その状況は固定的で放送側が把握し，放送側の状況変化は発生しないものとの前提

を置いて，放送出力のスケジューリングを行う場合に用いる方式である．また，受信端末

から安定したスケジュールでデータの出力が期待されている場合も固定スケジュール方式

を採用する必要がある．本研究では統計的に待ち時間や遅延時間を短くするにはどういう

アルゴリズムが良いかというテーマで検討を行っている． 

 

(2) プッシュ型通信／可変スケジュール方式 

どの情報がいつ変化したなど，状況の変化の情報により放送局側で出力スケジュールの

変更が可能な場合で，受信端末が放送スケジュールの変更を許容している場合である．本

研究ではデータの更新から放送出力までの時間を短くするための手法という観点で検討し

ている． 

 

(3) プル型通信／固定スケジュール方式 

受信端末から定期的にオリジナルデータを保持している放送側に対し，情報を要求し，

応答を返すプル型通信であるが，1.1 節で言及したとおり見掛け上放送側から自動的に情報

を送信するプッシュ型に見える擬似プッシュ型通信である．1 対 N 通信の場合よりも，情

報を保持する放送側（サーバ）が複数である N 対 N 通信が一般的である．本研究では検討

の対象外としている． 

 

(4) プル型通信／可変スケジュール方式 

受信端末からの情報要求により，放送を用いて情報を出力する方式であるが，個々の受

信端末に個別に応答を返すのでなく，その情報について受信の必要がない受信端末も含め

て，全受信端末に応答を返す点に特徴がある．基本的検討は既存研究[Wong88b]で為されて

いるので，本研究ではその結果を第 4 章で引用する． 

 

 5 



(5) 統合型通信方式 

プッシュ型通信とプル型通信，固定スケジュール方式と可変スケジュール方式のそれぞ

れの特徴を活かし，それらを統合したスケジュール方式である．本研究では第 4 章で提案

と考察を行う． 

 

1.2.3  スケジューリンクの目的と評価要素 

データ放送において，サーバの情報の出力順位を定める放送スケジューリングを設計す

るときの目的と評価指標として，以下の課題を挙げる． 

(1) 待ち時間 

受信者がある情報のデータを放送中の情報から得ようとした時から，その目的情報の受

信に成功するまでの時間である．要求された回数が多い未出力の情報，要求される頻度が

大きい情報，長く待たされている情報を優先して放送出力すれば，平均的な待ち時間を減

少させることができることは推定できるが，どのようなアルゴリズムを用いれば平均待ち

時間を 小に抑えることができるかということが課題である． 

 

(2) 遅延時間 

放送される情報のデータが時々更新されるものとして，放送側のシステムに格納されて

いるデータが更新されてから，そのデータが放送出力されるまでの遅延時間である．遅延

時間は，以下のように定義する．受信者は自分が興味ある情報を受信しているものとする．

放送される情報のデータは時々更新される．この場合，放送システムが更新されたデータ

をできるだけ早く放送することが，受信者にとって早く情報を得られることになる．例え

ば株価の変動，交通状況など，受信者が早く情報を入手できればそれだけ早く適切な手段

を講じることができる．ある項目に関する更新デ―タが放送されないうちに，その項目の

新しい更新データが放送システムに入力されれば，放送システムは古い更新データを捨て

る．その後，新しい更新データを放送出力すれば，受信端末が得た情報は新鮮である．し

かし，受信端末は，古い更新データを得られなかったことになる．そのため，評価指標と

してその項目を放送した後，その項目の更新データが 初に放送システムに入力されてか

ら， 新の更新データが放送出力されるまでの時間を遅延時間とする．図 1.2 に待ち時間と

遅延時間の概念を示す． 
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図 1.2 待ち時間と遅延時間 

Fig.1.2 Waiting Time and Latency Time 

 

(3) 実受信時間 

受信端末が当該情報を受信するまでに実際に放送データを受信する時間の累計である．

移動端末は，携帯性を確保するためには，電源としてバッテリを利用しなければならない．

しかし，バッテリを用いて移動端末を利用できる時間には限度がある．また，バッテリ性

能の向上は，端末のメモリ・CPU 性能の向上の速度に比べて，極めて緩慢であると言われ

ている[Imie94d]．このため，移動端末で情報の受信を行う場合，必要なときのみ電源をオ

ンにして受信を行い，その他の時間帯は休眠とするのが望ましい． 

 

(4) 通信信頼性 

一般に送信側から受信側に対してデータの送信ができなかった場合，そのデータの再送

により障害からの回復を確保する方法が一般的である．しかし，データ放送の場合は受信

端末により正常受信する端末と受信に失敗する端末が混在することはあり得るので，再送

による回復手段は難しく，効率が悪い．一度の送信により，正しく受信できる確率を高め
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るための冗長送信を含んだスケジューリング方式が検討の課題となる．また，通信の信頼

性が低い場合，同じ情報が再送されるまで受信端末は待たなければならない．待ち時間・

遅延時間・実受信時間の各評価要素にも密接な関連があるが，本研究では独立の評価要素

として捉える． 

 

(5) 通信効率 

この要素も待ち時間や遅延時間の要素に還元できるが，別の側面から見て評価の対象と

なる．上述したように，通信の信頼性を上げるためには，なんらかの形で通信の冗長化を

図らざるを得ないが，冗長化を進めると，ある帯域における通信可能なデータ量は減少す

る．通信の信頼性と効率はトレードオフの関係にある． 

 

(6) 演算負荷 

スケジュール決定のために必要とする毎出力タイミング毎の演算負荷である． 適スケ

ジュールを決定するための演算負荷が大きければ実用性に欠ける．昨今のプロセッサの価

格性能比の向上により，演算負荷を重視する必要性は減少しているが，同時に通信や放送

の伝送速度も向上しているため，相対的な重要性は変わらない． 

 

(7) 受忍限度 

理論的には受益者が多い情報の放送回数を増やしたり優先順位を上げることが，全体と

して統計的利益を上げることになる．しかし，優先順位が低い情報にとっても， 大の待

ち時間や遅延時間がある限度を超えるとデータ放送の利用方法として役に立たないという

限界がある．この要素についても配慮する必要がある． 

これらの要素について全て同時に考慮してスケジューリングを行うのは極めて難しい．

また，利用形態により，全ての要素について配慮を払う必要があるとは限らない．ある要

素については無視してよい場合もある．本研究では，これらの要素をいろいろな側面から

望ましいスケジュール方式について考察・提案・評価を行うことを目的としている． 

 

1.2.4  スケジューリングのための環境条件 

  データ放送スケジューリングの評価要素を決めるための環境としては，次の条件がある． 
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(1)  初期データ受信率分布 

  放送される情報が受信者にとって興味があるかどうかは情報により差異があるのが通常

である．多くの受信者にとって興味がある情報は，少ない受信者のみが興味を持つ情報よ

りも，放送頻度の面で重視することが，全体としての利益に適うものと考えられる． 初期

データ受信率は，受信者全体のなかで当該情報を初めて受信しようとしている受信者の比

率を示す． 放送データの内容が変化しない場合は，受信者は一度受信して情報を取り込め

ば，目的を達することができると考える． 

 

(2)  データ放送要求数 

  初期データ受信率が，受動的な受信比率を示すのに対し，データ放送要求数は受信者か

ら，受信したい情報を放送側に要求する場合である．この場合，放送側からの一方的出力

（下り通信）のみでなく，受信者から放送側の要求を伝える通信路（上り通信）も確保さ

れているものとする．また，初期データ受信率のように確率的取り扱いでなく，そのとき

の状況に応じて扱いが異なる数値的な処理が必要となる．要求数が大きい情報を優先する

か長く待たされている情報を優先するかが課題となる． 

 

(3)  定常データ受信率分布 

  放送される情報のデータが変化する場合は，受信者は 新の情報を把握するため常時受

信状態とすることがある．受信者は一度受信に成功しても受信を打ち切るのでなく，継続

して受信を続ける． 当該情報におけるこのような受信者の比率を示す． 

 

(4)  データ更新率分布 

  単位時間に当該情報のデータが，更新される比率を示す． 更新率が大きい情報を優先的

に出力すれば，データ更新から放送までの遅延時間を抑えることができる． 

 

(5)  データ通信障害率 

放送されたデータが正しく受信者に伝わらない比率を示す． 全ての受信者が一斉に受信

不能となる場合と，特定の受信者のみ受信不能となる場合がある． 
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(6) キャッシュ容量 

  放送データをデータベースとして捉え，受信者端末のメモリが十分でない場合は，同じ

データであっても，参照する必要が生じる毎に放送データを取り込まなくてはならない．

ただし，メモリ（キャッシュ）がある程度確保できれば，その条件は緩和される．キャッ

シュ利用により，スケジューリング方式に活かすことが可能となる． 

 

1.2.5  用語の定義及び前提条件 

 

本研究で共通して用いる用語と前提条件について定義する． 個別に議論でのみ用いる用

語や条件については，個々の記述の箇所にて定義する． 

 

(1) 用語 

・サーバ：本研究におけるデータ放送のモデルにおいて，放送側のシステムや機器を指す． 

・クライアント：本研究におけるデータ放送のモデルにおいて，情報の配信を受ける端末

を指す．特に断りがない場合は，無線にてサーバから放送データを受信する移動端末を

指す． 

・プッシュ型通信：サーバから一方的に放送データをクライアントに出力する通信方式で

ある．クライアントからサーバへリアルタイムで放送データの要求は行わない． クライ

アントがどの放送可能な情報をどの比率で要求するかについては，サーバはあらかじめ

把握しているものと仮定する． 

・プル型通信：クライアントからサーバに対して情報を要求し，サーバは要求された情報

をクライアントに返す通信方式である．有線通信システムにおいては，原則として要求

したクライアントのみに応答を返すが，無線放送システムにおいては，応答は域内の全

クライアントに対して同時に同じ内容のデータが返される． 

・ページ：サーバから出力し，クライアントで受信がされる情報のデータの単位であり，

全て同じ大きさと仮定する．この研究の範囲内では，放送されるページの数は固定とし，

ページの新規生成と消滅は考えない． 

・ファイル：ページの集合体である．サーバが放送するデータの単位，言い換えるならば，

クライアントが受信する情報のデータの大きさが可変長の場合について検討するときに，
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この概念を用いる． ファイルの大きさを固定として論ずる場合は直接ページの用語を用

いている． 

・コンテンツ：ページのデータの内容である． 

・タイムスロット：放送出力の帯域をサーバが占有できたとして，1 ページを出力するため

に必要な時間である．例えば，1 ページの大きさを 100KB，冗長ビットを除いた実効放

送出力の帯域を 8Mbps とすれば 1 タイムスロットは 0.1 秒である． 

 

(2) 記号 

・ts：タイムスロットを簡略化して示す． 

・i：各々のページの番号を示す． 

・m：放送出力の対象となる総ページ数を示す．i＝1～m である． 

・pi：定常受信率である．クライアント総数に対し，ページ i を継続して受信しようとして

いるクライアントの比率を示す．0≦pi≦1 である．各ページの定常受信率は Zipf 分布

[Knut98]（付録参照）に従うものとする． 

・qi ：ページ i のコンテンツが 1ts あたりに更新される確率を示す．以下，コンテンツの更

新率は単に更新率と略する．各ページの更新率は Zipf 分布に従うものとする．コンテン

ツの更新の単位はページとする．コンテンツの更新があった場合もページの大きさは変

わらないものとする． 

・q：1ts あたりコンテンツが更新される全ページの平均確率を示す． 

・ri：初期受信率である．クライアント総数に対し，ページ i を初めて受信しようとしてい

るクライアントの比率を示す．0≦ri≦1 である．定常受信率，更新率と同様に Zipf 分布

に従うものとする． 

・θ：Zipf 分布における偏度を示す．詳細は付録に示す． 

・ρ：1ts あたり，初めてページを受信しようとしているクライアントの平均数である．

である． ρ =
=∑ rii

m

1

・wi：帯域全体に対するページ i の放送配分率である． 

・di：ページ i の放送周期である． 

・ Ti：ある時点において，ページ i の前回出力後に 初のコンテンツ更新が発生してから

その時点までの経過時間（遅延時間）を示す． 
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(3) 前提条件 

・クライアントが新たにあるページの受信を開始するタイミング及びサーバのページのコ

ンテンツが更新されるタイミングはランダムとする． 

・受信データの価値がファイル／ページ毎に異なる場合でも，受信率を価値で修正すれば，

各ファイル／ページのデータの価値は等しいものと仮定できる．したがって，複数ペー

ジから成るファイルについては，ファイルの受信率をそのファイルのページ数で割り，

その値を各ページの受信率とみなす． 

・各ページの定常受信率，更新率，初期受信率は事前に判明しており，動的にそれらの値

が変化しないものとする． 

・サーバから出力される下り通信のデータは全てのクライアントで同時に受信することが

できるものとする． 

・各ページの受信障害を想定する場合，受信障害発生率は全てのページで等しいものとす

る．チャネル及び時間帯の障害発生率についても同様とする． 

 

1.2.6 本研究におけるアプローチ方法 

各スケジュール方式において評価要素をなるべく満足させるスケジューリングの手法を

提案・考察し，評価を行うことが本研究の目的である．本研究は，既存の研究が十分に解

明していない点や対策が不十分である点の分析や解決を主題として，スケジューリング手

法の考察・評価を行った． 

 

(1)  評価要素として遅延の概念の導入 

  スケジューリングに関するこれまでの研究は，待ち時間や実受信時間を抑えるためには

どのようなスケジューリングを行うべきかという観点からの研究が多くある．（概要は 2

章に記述する．） しかし，ページのコンテンツが更新されたとき，どのような順序で早く

更新されたコンテンツをクライアントに伝えるべきかという観点からの研究は見当たらな

い．本研究はコンテンツの更新をサーバが検知してからクライアントへ放送出力するまで

の時間を遅延時間と定義し，全体としてこれを如何に小さく抑えることができるかという

課題を設定し，この対応策を検討した．（第 3 章） 
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(2)  べき乗指数手法の導入 

  待ち時間や遅延時間を抑えるためのスケジューリングの方法として，そのページの受信

率，更新率，コンテンツの更新やページ要求の開始時刻から現在までの経過時間などを評

価基礎データとして，ページごとの放送出力配分率を定めたり，各ページの評価値に換算

して 大評価値のページを選択したりしてスケジュールを設定することが考えられる． こ

のとき，各パラメータの数値をどのように換算して配分率や評価値とするかが検討課題と

なる．なるべく簡単な換算式でかつ換算パラメータの与え方により，評価の基礎データを

フレキシブルに反映させることができる方法として評価基礎データに換算パラメータでべ

き乗変換する方法を導入した．そして，どのような換算パラメータが適しているかをシミ

ュレーションによる探索法にて求め，待ち時間や遅延時間を抑える方法を考察した．（第 3

章） 

 

(3) グルーピング手法の提案 

  放送出力のページを選択する方法として，各出力候補ページの評価値を計算し， 大値

または 小値を選択する方法があるが，全てのページの評価値を毎出力タイミング毎に計

算すると演算負荷が大きくなる．そのため，類似する評価基礎データを持つページを同じ

グループとし，グループ内では先着順とすることにより出力候補を１つに絞り，各グルー

プ一つづつからの候補ページの評価値を比較して出力ページを定めるという手法が先行研

究で提案されている{Vaid96b}．本研究では，この方法を改良したグルーピング手法を提案

する．（第 3 章） 

 

(4) 遅延時間抑制のための基準時刻法の提案 

  データ更新が発生する度に遅延を小さくするためのページ選択を行う場合，各ページの

スケジューリングのための環境条件にしたがって，評価計算を行わねばならない．このと

き，待ち時間を小さくするための手法に準じて，選択手法がいくつか考えられるが，本研

究においては，既存手法に加えて出力すべき基準時刻を放送出力したページ毎に算出し，

その時刻順に出力する基準時刻法について提案と評価を行う．（第 3 章） 
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(5) 動的な通信統合方式の提案 

  データ配信方式として，プッシュ型通信の上り通信を節約する利点とプル型通信による

応答性を組み合わせる方法が提案されている[Wong88b]，[Imie94e]，[箱守 97]が，有機的

な統合がなされていない．本研究は，プッシュ型通信とプル型通信の動的統合を提案する

ことにより，全体としての待ち時間を減少させる方法について提案する．（第 4 章） 

 

(6) スケジュールのゆらぎと実受信時間との関連 

上記の動的な通信統合方式の提案は，固定スケジュール方式と可変スケジュール方式を

組み合わせた方式である．可変スケジュールを固定スケジュールより優先することにより，

固定スケジュールにゆらぎが生じる． スケジューリング評価要素のひとつである実受信時

間については，初期受信までの受信回数を減らすためのインデックス付与方法については

既存の研究はある[Imie94e]が，定常受信については検討されていない．本研究では，スケ

ジュールのゆらぎによる定常受信時の実受信時間への影響について考察を行う．（第 4 章） 

 

(7) 同時障害を回避する冗長通信方式 

  無線放送においては，時間的冗長や並列放送のみではチャネル本体が障害になった場合

やシャドウィングなどによる一時的全チャネル同時障害などに対応できない．本研究では

固定ディスクにおける RAID の概念をデータ放送に応用し，放送通信における信頼性を向

上させる手法について提案と信頼性と通信効率の評価を行う．（第 5 章） 

 

(8) 実受信時間と信頼性との関連 

  冗長性を利用した通信の信頼性を向上する方式では，直接受信者の興味の対象としない

ページもパリティ計算の補完のために受信を行わなければならない場合がある．そうなる

と実受信時間に悪影響を与える． 本研究では実受信時間と信頼性との関係について考察を

行い，適切なスケジューリング設定の方策を探る．（第 5 章） 
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1.3  本論文の構成 

 

  本論文は 6 章から構成する． 

第 1 章は序論であり，本研究の背景と目的，本研究で想定した放送システムのモデル，

スケジューリングを行う場合に何を目的とし，評価基準とするかについて列挙し，その評

価値に影響を与える環境条件を示した． さらに放送のためのデータ配信方式について考察

を行った．そして，本研究で共通して用いる用語と前提条件について定義を行い，本研究

の主眼となるアプローチ方法について述べた． 

第 2 章は，第 1 章で挙げた研究目的について，これまでにどのような研究が行われたか

既存の研究の動向と概要について述べ，本研究との関連について示す． 

第 3 章は，データ放送のスケジューリングにおいて，遅延時間を小さくするためのスケ

ジューリング手法について，スケジュールが固定の場合と可変の場合各々について，べき

乗指数法を用いたページの出力配分ならびに候補ページの出力決定法について提案と考察

を行う．次いで待ち時間を小さくする手法も含め，効率をあまり落とさずに簡易な計算で

スケジューリングを行う手法について提案と評価を行う． 

第 4 章は，まず，ページのコンテンツが固定であるとして，プッシュ型通信とプル型通

信の各々のスケジューリング方式について，その特徴を検討した後，それらを組み合わせ

た従来の併用方式と今回提案した統合方式との比較評価を行う．次いでページのコンテン

ツが更新される場合のプッシュ型通信とプル型通信の統合方式について述べた後，揺らぎ

の問題と実受信時間の関係について考察する． 

第 5 章は，放送における信頼性について焦点を絞る． 各冗長通信方式について考察し，

次いで磁気ディスクにおける RAID の方式を通信に応用した RAID 型放送方式について述

べ，各方式の信頼性を計算し，適切な通信方式を選択する一助とする．さらに通信の冗長

化と信頼性と実受信時間との関連について検討を行う． 

スケジューリングを行う上での評価要素についてどの章において言及しているかを表

1.1 に示す． 
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表 1.1  各章における評価要素 

Table 1.1  Evaluation Factors in each chapter 

 待ち時間 遅延時間 実受信時間 信頼性 効率 演算負荷 受忍限度 

2 章 〇  〇 〇 〇 〇  

3 章 〇 〇    〇  

4 章 〇  〇    〇 

5 章   〇 〇 〇   
 

第 6 章にて，全体のまとめについて述べる． 

 



第２章 
 

従来の研究の概観と本研究との関連 

 

本章においては，第 1 章に示したデータ放送の概念やそのスケジューリンクに対する課

題について，従来の研究がどのように進められてきたか概観を示し，本研究との関連性に

ついて述べる． 

 

２．１  データ放送の概念 

 

(1) 既存研究 

  Bowen らは，サーバがデータをクライアントに対して定期的に繰り返し放送し，クライ

アントは放送されるデータのなかから自己に必要なデータのみを選択受信して利用する

というアイデアを DataCycle と名付けて発表している[Bowe92]．ただし，基礎的なアイデ

アのみであり，スケジューリングについては，単純に全データを順次繰り返し出力するのみ

でクライアントの受信率を考慮するまでには至っていない．また，移動端末環境におけるク

ライアント・サーバという概念までは言及せず，閉じたシステムとしての取り組みとなって

いる． 

Zdonik，Franklin，Acharya らによる研究では， データ放送をデータベースとみなす

DataCycle の研究を発展させ，待ち時間短縮も目指したデータスケジューリング方式を提

案[Zdon94]，[Acha96d]し， 放送出力するページを放送周期が異なるいくつかのグループ

に分けている．ひとつのグループを捉えてみれば，循環的に同じデータを繰り返して放送

していることになり，磁気ディスクにおけるひとつの円盤（ディスク）と見立てることが

でき，この方式を Broadcast Disks と名前を付けている．その特徴は次のとおりである． 

・各ページをまず受信率順に並べ，受信率が大きなページは短い放送周期のグループに，

受信率が小さいページは大きい放送周期のグループに分類する． 

・グループ内の各ページの放送の放送周期は一定とする． 

・ただし，受信率（アクセス頻度）が大きいページ群はクライアントのキャッシュメモリ

に格納され，利用される．そのため，これらのページ群は放送周期としては一番周期が
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遅いグループに編入される． 

・サーバが把握しているクライアントの各ページの受信率と実際の受信率には差異が生

ずることもある． 

  この条件でクライアントのキャッシュにおけるページの入れ替えをどのように行えば

効率的であるかを研究している． 放送頻度に対する受信確率の比が も小さいページを

キャッシュから追い出す PIX と名付けた手法が も望ましい手法であることを実験的に

評価説明している．また，補充研究としてキャッシュに加えてプリフェッチの考え方を導

入し，さらに待ち時間を減らす方策について検討を行っている [Acha95]，[Acha96a]． こ

の研究は後述する多数の派生的研究を生んでいる．また，シミュレーションによる検討か

らシステム試作まで進めている[Akso98b]，[Alti99]．しかし，Broadcast Disks では，グ

ループ分けをどのような基準で行うのか周期はどのようなルールに従って行うかが明確

に示されていない． 

キャッシュ法については，Broadcast Disks の他にもデータの参照頻度や参照時間など

をキーとした入替法についていろいろと提案されている[Onei93],[Libe98]．矢島らは

Broadcast Disks におけるキャッシュ法として PIX 法よりも効率が良い後ライフポイント

法という手法を提案している［矢島 97］．ただし，同論文の中で認めているように選択の

ための計算が大きい課題がある． 

 

(2) 本研究との関連 

放送をクライアントから見てデータベースと見る概念は，本研究におけるデータ放送の基

本的な考え方である．また，既存の研究ではキャッシュメモリの管理方法がひとつの大き

な主題となっているが，本研究においては，何度も参照するようなデータについては，端

末の固定ディスクに十分格納可能ということを想定して，キャッシュメモリ利用に関する

検討は対象外とした． 

 

２．２ 実受信時間 

 

(1) 既存研究 

Imielinski らは，データ放送のスケジュールについて，移動端末のバッテリ節約の観点
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から研究を行っている[Imie94a]，[Imie94b]，[Imie94c]，[Imie94e]，[Imie96]．データ放送に

おいて移動端末が放送されるデータを受信するとき，移動端末のバッテリを節約するため，

移動端末が放送を受信する時間をできる限り短くして，不要な情報が放送されている時間

はなるべく休眠モードとできることを狙っている．そのため，移動端末がいつ目的とする

データが放送されるかを知るため，放送データ中にインデックスをいかに挿入するかとい

う観点から，放送スケジュールについて検討したものである．インデックスが多すぎれば

実際の放送データの比率が小さくなり，全体としての通信効率を落とす．インデックスが

少なすぎれば，目的のデータを得るまでに余計なデータを読む時間が増えるというジレン

マがある．これからインデックス挿入に関する望ましい方法について述べている．このよ

うに受信時間を短くしてエネルギーの節約を図ることを研究した論文としては，他にも

Shivakumar，Su，Datta，Khanna らが研究を行っている[Shiv96]，[Su96]，[Datt97]，

[Khan98]． 

 

(2) 本研究との関連 

本研究では，バッテリの節約に配慮する必要がある場合とない場合の両方の観点から検

討を行っている． バッテリの節約に配慮する場合としては，5 章においてデータ復元のた

めに受信する余分なデータを如何に減らすかという観点から検討を行っている． また，4

章において目的とする情報の放送時刻のゆらぎを生じた場合，目的情報の放送時刻を実受

信時間（バッテリ消費時間）を抑制して目的情報を得るかという観点から検討を行ってい

る． 

 

２．３ 待ち時間 

 

(1)  既存研究 

  Wongらはデータ放送によるデータ配信方式をBroadcast Deliveryと名づけて基本的な

研究を行っている[Dyke88]，[Wong88a]，[Wong88b]． まず，クライアントからの個々

のページ要求に対し個別に応答する方式では，要求数が応答出力能力を越えると処理不能

状態となるのに対し，データ放送では複数のクライアントからの同じデータに対する要求
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は一度にまとめて応答できるため，要求数か応答出力能力を超えても出力可能であること

を示している．次に，データ放送の手法についてプッシュ型通信（原文は one-way 

broadcast），プル型通信（原文は two-way interaction）について分け，各々の特徴につ

いて述べている．研究の前提として各ページの大きさは等しい条件をおいている．まず，

プッシュ型通信においては，クライアントのページｉの要求頻度を riとし，各ページの出

力の配分を wiページ総数を m とすると次の式(2.1)で示す配分が， も平均待ち時間が小

さいことを説明している． 

∑ =

= m

j j

i
i

r

r
w

1

        (2.1) 

  この定理は待ち時間 小化のための基本原理として，その後の研究[Su96],[Vaid96a],  

[Vaid96b], [Vaid96c],［Su97］で言及されており，本研究においても，データ放送スケジ

ュール検討の基本に据えているので，Vaidya らの用語(Square Root Rule)に従い，平方根

の定理と呼ぶこととする．この研究の範囲内では，単に配分について述べているだけで実

際の出力ページの配分方法についてまでは言及していない． 

プル型通信においては，ページの要求に対して出力ページの選択方法として，要求があ

ったページの先着順に処理する FIFO 法（原文は FCFS 法：First-Come First-Served 

Scheduling）， も要求数が多いページから処理する MRF 法（Most Request First），

各要求の累計待ち時間が も大きいページを選択する LWF 法（Longest Wait First）な

どを挙げ，各手法のなかで LWF 法が全体として平均待ち時間が も小さいことをシミュ

レーションにより示している． 

Vaidya らは，プッシュ型通信における平方根の定理を拡張して，ひとつの送信単位（フ

ァイル）が固定長の場合から，可変長の場合へと拡張して論じている．さらに，放送に障

害が発生し，再送が必要な場合の法則について式(2.1)を式(2.2)に拡張している[Vaid96a]．

式(2.2)において，eiは障害発生率を示す． 

∑ = −

+

−
+

=
m

j
jj
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ii

ii

i

er
er
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er

w

1

       (2.2) 

そのうえで，理想的なスケジューリング方式は計算の負荷がかかるため，その方式を簡
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易化した Bucket 方式の提案[Vaid96b]や周期を加算比較する方式[Vaid96c]，複数放送チ

ャネルへの拡張[Hamm97]などが提案されている． 

Wong が提案した LWF 法はプル型通信の各手法のなかではもっとも待ち時間が小さく

なるという点で効率は良いが，出力タイミングごとに出力の優先順位が変わるため，各ペ

ージについて全要求の待ち時間の累計を計算しなければならない．この計算は演算負荷が

大きい． 特に，通信の要求が多い場合には，特に顕著である．このため，Aksoy らは，

待ち時間累計の代替として，各ページにおいて要求のなかで も長い待ち時間を選択し，

その待ち時間とそのページにおける要求数との積が 大であるページを選択する RxW 法

を提案している[Akso98a]．しかし，そのままでは全ページについて計算すると負荷が大

きいため，待ち時間と要求数の上位からある一定の順位を限界とし，計算を打ち切ってい

る． 

Chiueh も受信率により，放送の重みを変えるべきという点に言及し，放送データの複

製方式を提案している[Chiu94]．Gondhalekar ら，石川らは放送データの配置やデータの

共有関係の観点から研究を行っている[Gond95]，［Gond96］，[石川 99] 

 

(2) 本研究との関連 

  本研究においては，平方根の定理を基本に，第 3 章において，Vaidya の Bucket 法を改

善し，計算容易な DCS 法を提案している．また可変長送信単位データの扱いについては，

固定長データ（ページ）の集合体（ファイル）との概念で捉えて解析を行っている．RxW

法に関して，本研究では，3 章においてこの考え方を応用した手法を比較のために評価し

ている．（注：原文は待ち時間を Wait の W，要求数を Request の R で表している．本

研究においては，全体として統一のため待ち時間／遅延時間をＴ，要求数（率）をＰで表

している．）障害発生率と配分率との関係については 5 章で言及している． 

 

２．４ データの更新 

 

(1) 既存の研究 

サーバの放送データが更新される場合のスケジューリング方式に関する研究には

Barbara ら[Barb94]，Acharya ら[Acha96b]，Stathatas ら[Stat98]の研究がある．これら
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の研究はいずれも，クライアントにキャッシュを持ってデータ取得の待ち時間を小さくす

るシステムにおいて，サーバの放送データの更新が行われば，キャッシュは無効となるが，

その無効化に関する研究である． 

 

(2) 本研究との関連 

  本研究においては，3 章においてデータの更新が発生してから放送出力するまでの遅延

時間をいかに短くするかという観点を新たに打ち出し，その方法について研究を行ってい

る． 

 

２．５プッシュ型通信とプル型通信の統合／併用 

 

(1) 既存の研究 

Wong らは[Wong88b]のなかで，プッシュ型通信（原文は one-way broadcast），プル

型通信（原文は two-way interaction）について解析を行った後，両者の統合型通信（原

文は hybrid one-way broadcast/two-way interaction）について解析を行っている．動的

にプッシュ型通信のページを出力すべきかプル通信のページを出力すべきかを定める方

式を提案しているのは先駆的であるが，サーバのディスクから出力ページを読み出して放

送出力することを意識しているため，プッシュ型出力をある程度優先する方式を採用して

いる．そのような制約を設けていない他のプッシュ型通信とプル型通信の併用／統合方式

との性能面での直接の比較は困難である．Imielinski らは[Imie94c]において，プッシュ型

通信とプル型通信の併用（原文は Greedy Publication）について帯域を有効利用する上で

効率的であることに言及している[Imie94c]．しかし，同論文の主テーマとずれるためか，

深くは述べられていない．田辺・箱守らは，要求頻度の大きいページについてはプッシュ

型通信（原文は放送型通信）で送信することにより，個々の要求に直接応答して出力帯域

にかかる負荷を減らし結果的に待ち時間を減らせるということと，要求頻度の小さい要求

については出力帯域にかかる負荷が小さいので，プル型通信（原文はオンデマンド型通信）

で個々の要求に直接応答することにより待ち時間を減らせるという各々の特徴を組み合

わせることにより，全体として待ち時間を減らす方策について述べている［田辺 96］，[箱

守 97]，［田辺 98］，[箱守 99]．しかし，その組み合わせ方は，出力帯域をあらかじめプ
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ッシュ型通信とプル型通信に静的に割り付けた本研究の用語でいう併用方式（原文は統合

方式）に過ぎず動的な統合方式について論じられていない．また，上り通信の帯域の必要

性については無視している． 

Stathatas らは，プッシュ型とプル型の混合型について考察を行った［Stat96］後，出

力の対象となるページが，プッシュ型通信とプル型通信を相互に移動する通信方式につい

て研究を行っている[Stat97]． 帯域の変動とは趣旨が異なる． 

  Acharya はプッシュ型通信とプル型通信の統合について研究を行っている[Acha97]．そ

の研究は上述の Broadcast Disk の研究の一環でキャッシュ戦略との観点からプッシュ型

通信とプル型通信について述べている．藤巻らは，プッシュ型通信（原文は放送型通信）

とプル型通信（原文はオンデマンド型通信）の融合について構想を発表している[藤巻 97]

が，定量的分析には至っていない． 

 

(2) 本研究との関連 

  本研究においては，第 4 章において，プッシュ型通信の帯域とプル型通信の帯域を従来

の静的固定的な併用方式から動的な帯域統合方式への拡張を行っている．また，プル方通

信における上り通信のための帯域確保による影響について検討を行っている．さらに，動

的にプッシュ型通信とプル型通信を割り付けるために生ずるゆらぎとその影響について

検討を行っている． 

 

２．６ マルチチャネルと高信頼通信方式 

 

(1) 既存の研究 

Imielinski らは，クライアントがチャネルを切り替えることにより，目的データを得る構

想を示している[Imie94d]． 複数のチャネル(3 チャネル以上)が利用できる無線データ放

送の環境において，そのうちのひとつをインデックスチャネルに他をデータチャネルに割

り当てて出力する．サーバは，データチャネルを用いてそれぞれ異なる情報を流す．また，

どのチャネルで何をいつ出力するかはインデックスチャネルで放送出力する．クライアン

トは，まずインデックスチャネルを受信して求める情報がどのチャネルで放送されている

かを知り，そのチャネルに周波数を合わせて求めるデータを受信する．ただし，並行チャ
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ネルのデータを有機的な構成とする点までは触れていない． 

  Koifman らはマルチキャストの高信頼通信プロトコルを提案している[Koif96]． 

Baruath らは Broadcast Disks に立脚し，再送が許されないリアルタイム向け放送として

データブロックを拡散して冗長度を増し，データの信頼性を上げるということについて研

究を行っている．ここでは，冗長度の方向は時間軸に沿うのみである．チャネル障害につ

いては触れられていない[Baru96a]，[Baru96b]，[Best94a]，[Best96]． 

  Jain らもプッシュ型放送の周期を磁気ディスクに見立てて Airdisks と名づけて，多重

ディスク構成を提案し，それを AirRAID と呼んでいる[Jain95]．Broadcast disks の多重

ディスクとの相違は，Broadcast disks がひとつの出力チャネルを複数の出力周期で構成

し，その各々をディスクと呼ぶのに対し，AirRAID は多重チャネル構成を提案している．

その利点として，サーバが複数チャネルにそれぞれ時間をずらして同じデータを放送する

とにより，クライアントが目的データを受信するまでの待ち時間が短くなること，バース

トエラーであるチャネルのデータを読めない場合でも，他のチャネルから読むことにより

信頼性が上がることなどである．このように信頼性について言及していること，RAID の

名称を用いていることは，本研究の第 5 章に先行しているが，データの補完の方法やエラ

ーの種類に対する対処方法など，体系的な整理には至っていない．その他高信頼マルチキ

ャスト通信プロトコルについてもいくつかの研究がなされている[Floy96]，[重野 98]． 

 

(2)  本研究との関連 

本研究においては，サーバにおいて複数のチャネルに異なるデータを放送すること，ク

ライアントにおいてチャネルを切り替えつつ受信を行うこと，放送データの信頼性を高め

る手法として FEC を用いるが，パリティページの位置を分散させることなどの手法によ

り，従来のシステムでは実現していなかった無線放送独自の課題に対する高信頼性実現の

方式を提案した． 



第３章 
 

待ち時間と遅延時間を軽減するスケジューリング方式 
 

本章におけるスケジューリングについての検討と提案は，クライアントからサーバへの

上り通信を利用することができない環境条件下におけるデータ放送のクライアントの受信

待ち時間とサーバの送信遅延時間をなるべく小さくする方式について焦点をあてる．また

方式検討に際しては，リアルタイム演算負荷の軽減も評価要素に含めるものとする． 

 

３．１ 緒言 

 

1.2.4 節で挙げたデータ配信方式の分類で述べると，本章の対象とするのは，プッシュ型

通信／固定スケジュール方式とプッシュ型通信／可変スケジュール方式である．固定スケ

ジュールとは，予め各ページの出力順序が定まっており，サーバ及びクライアント共に，

そのデータの出力順序を認識していることである．スケジュールを固定とする要件として

は，以下の点が挙げられる． ひとつは，可変とする条件が存在しない場合である．放送さ

れる情報のコンテンツが変化せず，クライアントがどのページ送信を要求しているのか動

的な受信率の変化が不明な場合は，クライアントの初期，定常受信率は事前に判明してい

るものと仮定してスケジュールを定めなければならない．もうひとつの理由は，クライア

ントの実受信時間を短くするためである．スケジュールが固定であれば，クライアントは

求めるページの放送時刻を予測することができ，実受信時間を小さく抑えることができる． 

この要件から外れる場合には，スケジュールを可変とする方法（臨機応変にスケジュー

ルを決定する．）が，待ち時間や遅延時間を小さくするために望ましい． すなわち，クラ

イアント端末を常時受信状態としてもバッテリの消費その他の条件から実用可能な場合で

ある．あるいは，あるページを一度受信できれば，目的を達する場合もスケジュールを固

定にする必要はない．スケジュールを変更するタイミングとしては，クライアントがどの

ページをどれだけ要求しているかを把握できる場合である．要求数の多いページを優先的

に出力すれば全体としてクライアントの待ち時間を抑えることができる（プル型／可変ス

ケジュール方式）．他のひとつは，放送するページのコンテンツが更新される場合である．
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コンテンツの更新時毎にそのページを出力すれば遅延は小さくて良い． 前者については

Wong らが基礎的な研究結果[Wong88]を発表しているが，本研究の対象外とし，本章では

コンテンツ更新に伴うスケジュール変更の方法について取り上げるものとする． 

 

３．２ 固定スケジュールにおける放送ページ配分法 

 

３．２．１ べき乗指数 

スケジュールが固定の場合は，どのページをどの比率で出力することが望ましいかを判

断することが課題となるが，放送配分率を定めるための要素としてページ i に関し，pi（定

常受信率），qi（コンテンツ更新率），ri（初期受信率）が与えられているとして，この３つ

の要素をどの程度の重みをつけるかが課題である．それぞれの重みをα，β，γの固定値

とし，全ページ数を m として，放送出力配分比を wiを関数の形で表す． 

( )
( )

w
f p q r

f p q r
i

i i i

j j jj

m=
=∑

, , , , ,

, , , , ,

α β γ

α β γ
1

      (3.1) 

各要素に重みを課して，それぞれの要素が式に反映され，かつ，式をなるべく簡単に表

現するためには，各要素の重みつき和をとる方法と重みつき積をとる方法が考えられるが，

各要素はそれぞれ次元の異なる数値であり，各要素の和をとる方法は放送出力配分比率を

求める方法としては不適切であり，各要素の重みつき積をとる方法が適切である．重みの

付け方としては各要素をべき乗指数で変換すれば，簡便に表現が可能である．式(3.1)を次

のように改める． 

( )
w p q r

p q r
i

i i i

j j jj

m=
⋅ ⋅

⋅ ⋅
=∑
α β γ

α β γ
1

       (3.2) 

このように各要素をべき乗指数の重みで変換を行い，各要素の積をとる方法をべき乗指

数法と呼ぶこととする．この方法で全ページ平均の待ち時間や遅延時間を低減する放送配

分比率をどのように定めれば良いかを検討する．例えば式(3.2)においてα=0 であれば，pi

の要素の影響はないことになり，α=1 であれば，piに比例していることになる． 

 

３．２．２ 待ち時間軽減方式 

  まず，受信開始から最初に目的データを受信するまでの待ち時間の平均を最小とする放
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送配分比 wiを求める．待ち時間のみに着目する場合には，定常受信率，コンテンツ更新率

は無関係であるため，α＝β=0 と置くと，ページの放送配分比は次式となる． 

w r
r

i
i

jj

m=
=∑
γ

γ
1

        (3.3) 

  受信者の受信開始時刻をランダムとすると，各ページの平均待ち時間は周期の半分であ

り，周期は放送配分比の逆数で得られる．各ページの平均待ち時間について受信率の重み

つき平均を求めると，全体の平均待ち時間 WAITTIME が得られる． 

WAITTIME

r
w

r

j

j
j

m

jj

m=
⋅

=

=

∑

∑
1

1
2

       (3.4) 

  平均待ち時間を最小にするためには，各ページの放送配分比を ri の平方根に比例させる

のが最適であることが，既存の研究で明らかにされている[Wong88b]．つまり，γ＝0.5 と

するのが最適である．平均待ち時間に関しては，解析的に最適値を求めることが容易であ

るが，その他の場合は最適解を解析的に求めることは困難である．従って本章では，ヒュ

ーリステックに最適解に準じた解を求める方法を検討する． 

 

３．２．３  遅延時間軽減方式 

本節では，固定スケジュールにおける平均の遅延時間を最小とする放送配分比率につい

て検討する．遅延時間に焦点を合わせるときは，初期受信率の要素は無視する．そのため，

式 3.2 においてγ=0 とおくと，式(3.5)となる． 

( )
w p q

p q
i

i i

j jj

m= ⋅

⋅
=∑
α β

α β
1

       (3.5) 

放送周期を diとすると 

d
wi

i

= +
⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥

1 05.         (3.6) 

とおいて ts（タイムスロット）単位の整数に近似させると，di・ts はページ i の放送周期と

なる．ページ i の１放送周期における更新の確率 UPDATEiは次の式で得られる． 

UPDATE qi
di= − −1 1( )i       (3.7) 

各タイムスロットにおいてその時刻から次の当該ページ放送時刻までの時間を，そのタ
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イムスロットで初めてデータ更新がなされる確率を乗じた値を計算して，周期における各

タイムスロットの総和を求める．その値はデータ更新がない場合を待ち時間ゼロとして計

算した場合の平均遅延時間であるので，周期の更新確率で除することにより，そのページ

更新時の平均遅延時間が得られる．iのデータ更新から出力までの平均時間LATENCYiは，

次の式で与えられる． 

LATENCY
d k q q ts

UPDATE

d q
q

ts

UPDATE

i
i i i

k
k

d

i

i
i

d

i

i

i

i

=
− ⋅ ⋅ − ⋅

=
+ −

− −
⋅

=

−

+

∑ (( ) ( ) )

( )

1

1 1 1

0

1

1     (3.8) 

全体としての総平均遅延時間 LATENCY は，各ページの平均遅延時間に定常受信率と

周期あたりのデータ更新率の積を重みとして平均を求めると得られる． 

LATENCY
p LATENCY UPDATE

p UPDATE

j jj

m

j jj

m=
⋅ ⋅

⋅
=

=

∑
∑

( )

( )
1

1

j
    (3.9) 

  LATENCY を最小とするα，βを求める．この値は一律に決まらず，定常受信率と更新

率の分布やその平均値によっても変わってくる．ここでは，仮定をおいていくつかのケー

スを試算する．試算に用いる piや qiの分布は本研究共通に想定している Zipf 分布に従うも

のとする． 

  q は，１タイムスロットにおいてページが更新される確率の全ページの平均値であり，平

均更新率と呼ぶこととする．なお，piに関して平均値は意味を持たないので，この例では受

信率の合計値を 1 としている． 

 与えられた受信率の分布とファイル更新率の平均及び分布に対して遅延を最小とするα，

βを求める．その求め方は次のとおりである．α，βを 0 から 1 の間に適当な間隔をおい

て値を選び，平均遅延時間を式(3.9)に従って算出し，最も小さな値をとるα，βを選ぶ．

そのα，βの近傍の値を最初より小さな間隔で値を選んで平均遅延時間を最小にするα，

βを探す．このようにして望ましいα，βの精度を上げて求めていく．計算時間を多少必

要とするが，オフラインでの計算であり，大きな障壁とはならない． 
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図 3.1 α，β値による遅延時間（ファイル数=100，更新率=2-7，θ=1.0  同方向分布） 

Fig.3.1 Latency time toα，βvalue（Number of files＝100， 

update rate＝2-7，θ=1.0  Same Distribution） 
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図 3.2 α，β値による遅延時間（ファイル数=100，更新率=2-7，θ=1.0  逆方向分布） 

Fig.3.2 Latency time toα，βvalue（Number of files＝100， 

update rate＝2-7，θ=1.0  Reverse Distribution） 
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 図 3.1 と図 3.2 は，ページ数 100，ページの平均更新率を 2-7/ts とし，各ページの受信率

と更新率が各々θ=1 の分布をなしており，各ページの受信率と更新率の大きさの順がそれ

ぞれ同じである場合と逆である場合のα，βを求めた例である．α，βを各々0.05 きざみ

に 0 から 0.5 まで値を設定したときの，平均遅延時間を計算したものを図に表したものであ

る．Ｘ軸，Ｙ軸はα，βの値をＺ軸はタイムスロット単位の平均遅延時間を示している．

図 3.1 の場合はαとβの合計が 0.55 の近傍である場合，図 3.2 の場合は最適α，βがそれ

ぞれ 0.2 の近傍であることが判断できる．この方法で求めた望ましいα，βがどのような傾

向をもつかを典型的な例について観察する．例では，1 ファイル＝1 ページとする．まず，

各ページの更新率が等しく(更新率分布においてθ=0)，受信率に差異がある場合(受信率分

布においてθ>0)について観察する．この場合βは意味を持たない．図 3.3 は，この状況に

おいて，ページの更新率に対して最適αがどのようになるかをいくつかの受信率分布に対

して示したものである．ページの更新率が中間値の場合は分布の形状により差異がある．

ページの更新率が極めて高ければ，遅延時間は更新間隔に近づき，平均待ち時間の 2 倍に

比例することになるので，平均待ち時間を最小とする最適値と同様に遅延時間を最小とす

る最適値は，α＝0.5 となる．ページの更新率が極めて低ければ，α＝0.232～0.239 とすれ

ば最適値となる結果を示している． 
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0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

-15 -13 -11 -9 -7 -5 -3 -1

コンテンツ更新率2の対数表示（log2q）

最
適
α
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図 3.3 最適α値（更新率一定：100 ファイル） 

Fig.3.3 Bestαvalue （Update Probability is constant. 100files） 
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次に，各ページの更新率が異なり(更新率分布においてθ>0)，受信率が等しい場合(受信

率分布においてθ=0)について観察する．この場合αは意味を持たない．図 4 は，この状況

において，ページの平均更新率に対して最適βがどのようになるかをいくつかの更新率分

布に対して示したものである．更新率が極めて高い場合は，β＝0 となり，全て平等に出力

すれば良い．更新率が下がれば更新率を勘案した配分β＝0.233～0.239 とすれば遅延時間

は最適となる結果を示している．なお，ページの更新率が低い場合のα，βの最適値は受

信率分布や更新率分布の形状やページの数によって異なる． 
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図 3.4. 最適β値（受信率一様：100 ファイル） 

Fig.3.4 Bestβvalue (Listening rate is constant. 100files) 

 

  待ち時間を最小にするための放送配分率と遅延時間を最小にするための放送配分率は必

ずしも一致しない．待ち時間は，初期受信率の分布により，望ましい放送配分率が定まる

が，遅延時間は定常受信率とコンテンツ更新率の分布によって定まる． 目的に応じて放送

配分の比を定める必要がある． 
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３．３ 固定型スケジュールにおける簡易スケジューリング手法 

 

３．３．１ Bucket 法の紹介と DCS 法の提案 

各ページの出力配分比率を定めた後，なるべく出力配分比率に近づける具体的なファイ

ルまたはページの出力決定方式としては，各ファイルまたはページが最後に放送されてか

ら現在までの時間に出力配分率を乗じた評価値(SD1i=Ti･wi)が最大の値を持つページ（i）

を選択すれば良い．しかし，毎出力タイミングごとに全ページについて評価値 SD1iを計算

するのは負荷が大きい．この計算は選択したファイルまたはページにのみに周期相当のペ

ナルティを加算する手法により，簡略化することはできる[Vaid96c]．その方法は次のとお

りである． 

step1: まず，全ページについて選択評価値 SD2i＝0 ( )∀i とする．SD2iの大きさ順に論理的

にポインタをつないで，選択順位の行列を作る．（最初は任意） 

step2：選択順位先頭のページを出力する．このページを j とすると SD SD
wj j

j

2 2 1
= + を

計算して選択評価値を更新する． 

step3：出力されたページを選択順位の行列の先頭から削除し，その行列中に更新された選

択評価値の値の大きさに対応して行列に挿入する．挿入を容易とするためには，検索テー

ブルを設けて，2 分法でそのページの当該位置を検索する．  選択評価値そのものの計算は

1 出力タイミング毎に 1 回で良い． 

 この方法を本研究では，周期個別選択（IDS：Individual Selecting Method）法と呼ぶこ

ととする．IDS 法は，ページ数が多くなると順位関係を維持するため，索引の保守の計算

負荷が大きくなる．また周期も不安定となる．クライアントは必要とするファイルまたは

ページが放送される時刻を正確に予測することが困難である．サーバから放送するページ

の情報に次回放送予定時刻を含めて放送するという手法も考えられるが，受信ミスが発生

した場合に，クライアントはその次に受信すべき時刻が不明となる．なお，ファイル単位

で計算することは，ひとつのファイルの各ページを連続して放送することになり，ページ

単位で計算するとひとつのファイルの各ページが異なるタイミングで出力される可能性が

ある． 

  近似した配分率が与えられたファイルを，同じ配分率にまとめることにより，全体とし
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ての待ち時間や遅延時間の増加を抑えつつ，選択を簡単にすることができる．Vaidya らは，

待ち時間抑制の手法として Bucket 法と名づけた手法を提案している[Vaid96b]．この手法

ではページ単位でなくファイル単位で処理している．放送ファイルをいくつかのグループ

（その数を numgrp とする．）に分け，各グループ内では順次放送することにより，出力フ

ァイル選択の判断対象を絞るものである．グループ分けの手法は次のとおりである．w1≧

w2≧…≧wmとし，def＝（w1－wm）／numgrp とする．wiが w1－(g-1)*def≧wi＞w1－g*def

（g＝0～numgrp の整数）の場合，グループ g に属するとする．また，wmはグループ numgrp

に属するとする．グループ g の平均データ受信率を pgとする．各グループからそのグルー

プにおける前回出力からの経過時間が最大(tmaxg)のファイルをひとつづつ選択し，pg×

tmaxg2 が最大のファイルを選択する．選択されたファイルはそのグループ内で次の出力候

補としては最後尾に回される． 

  この方法で出力候補を選択する計算は簡略化できる．しかし，毎回の出力判断が必要と

いう問題がのこる．また，放送周期も安定していない．そのため，本研究ではより簡易な

手法として，二重循環法（DCS：Double Cyclic Sequencing Method）と名づけた手法を提

案する．この手法は以下のとおりである．放送データをいくつかのグループに分ける点は

Bucket 法と同じであるが，各グループに属するファイルの wiの和がなるべく等しくなるよ

うグループ分割を行う．これを放送率等累積分割法と呼ぶこととする． 

  図 3.5 にグループ分割のロジックを示す．gid1～numgrpは各グループの先頭ページを指すも

のである．ｉ,j,sum は計算のための一時的使用値である．なお，Bucket 法の場合と同様に，

w1≧w2≧…≧wmとする．また，図 3.6 に Bucket 法と DCS 法のグループ分割の概念図を

示す． 

各グループ内の出力順序は固定とし，ページ単位で循環的に選択していく．また，グル

ープ選択の順位も各グループ間で循環させる．簡単な具体例を挙げて説明する．Bucket 法

の場合，DCS 法の場合共に，グループ 1 が A1，A2 の 1 ファイル 2 ページ，グループ 2 が

B1，B2，C の 2 ファイル 3 ページから成るとする．Bucket 法の場合，まず A と B のファ

イルを比較し，pg×tmaxg2が最大のファイルを選択する．それが A とすると A1，A2 と出

力し，その後再び A，B を比較する．B を選択すれば，B1，B2 と出力し，次に A と C を

比較するというように進める．DCS 法の場合は機械的に A1，B1，A2，B2，A1，C，A2，

B1，…と選択していく．（図 3.7 参照） 
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図 3.5 DCS 法におけるグループ分割フロー 

Fig.3.5 Grouping Flowchart at DCS method  

start 

gid1=1 
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図 3.6 Bucket 法と DCS 法におけるグループ分割 

Fig.3.6 An example of Grouping at Bucket method and DCS method 

 

 

グループ 1 

 

 

グループ 2 

 

Bucket 法  A1→A2→（A1 と B1 比較）B1→B2→(A1 と C 比較)A1→A2→(A1 と C 比較)C 

DCS 法    A1→B1→A2→B2→A1→C→A2→B1 

 

図 3.7 Bucket 法と DCS 法のページ選択 

Fig.3.7 Order of output page in Bucket method and DCS method  

Bucket 法：放送率最大と最小の中間で分割 

DCS 法：放送率累計等分点で分割 

放送分配率 

ページ：受信率（放送分配率）が大きい順 

放
送
分
配
率 

A1 A2 

B1 B2 C 
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  この手法は，放送するファイルを放送頻度別にグループ分けする点と各ファイルの放送

間隔を固定とする点で Broadcast disks[Acha95]と類似しているが，次の点で Broadcast 

disks の手法のあいまいさをなくしている．ひとつは，Broadcast disks ではグループ分け

の基準について明示していないが，本手法では，その基準を定めている．もう一つは，

Broadcast disks では，どのグループをどの順序で出力するかを明らかにしていないが，本

手法は必ず 1 タイムスロットごとに放送するページのグループを順次移していくというル

ールを定めている． 

 Bucket 法では，可変長ファイルをひとつの出力単位として扱っており，途中で分割する

ことはしないが，DCS 法はファイルが複数のページから成る場合，一つのファイルの各ペ

ージを連続して出力するのではなく，間を置いて出力することを意味している．周期のグ

ループ数が numc，可変長ファイルが nump ページあるとすると，当該ファイルの１ページ

を受信するためには numc ベージの出力を必要とするため，全ページ受信には(numc×

(nump-1)+1)*t の時間を必要とし，連続受信の nump 単位時間の場合よりも，(numc-1)×

(nump-1)*t だけ余計に時間がかかる．これは DCS 法の方法の短所である．しかし，その

代わりに各ファイルの各ページ単位で周期が安定し，目的ページの出力予測が可能となる． 

 

３．３．２ 固定型スケジュール方式の評価 

  3.3.1 節で提案した DCS 法の有効性を評価する．比較対象として，全てのファイルやペ

ージを平等に出力する方法（FLAT 法と呼ぶこととする），待ち時間や遅延時間を最小とす

るためには理想的方法である IDS 法，先行研究で提案されている Bucket 法，本研究で提

案する DCS 法，Bucket 法に DCS 法で示した放送率等累積分割法を取り入れた改良型

Bucket（Improved Bucket）法を評価する．評価指標として，遅延時間を対象にしても同

様の解析を行うことができるが，ここでは比較をわかりやすくするため先行研究と同様に

α=0.5 である待ち時間を最小にする配分比のスケジュールを対象に評価する．各手法によ

り決定された放送スケジュールにおける平均待ち時間を，確率計算もしくはシミュレーシ

ョンにより確認を行う． 

  定常受信率はθ=0.25～1.5 の Zipf 分布に従うものとする． ファイルの長さについては，

すべてのファイルを 1 ページとした固定長型，ファイル番号の順に（定常受信率が小さく

なるにつれて），ファイル長が長くなる増加型，ファイル番号の順に，ファイル長が短くな
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る減少型，各ファイの長さを 1～10 ページの一様乱数で与えた可変長型の 4 パターンを評

価する．なお，増加型及び減少型ともに 1～10 ページの長さのファイルが等しい数だけ存

在するとする．その他のパラメータとして，放送ファイルの数＝numdata，Bucket 法，IDS

法などで採用したファイルのグループの数＝numgrp，ファイルの分布密度から遅延時間係

数を求めるべき乗パラメータ＝α，更新ファイルの発生密度を使用する．表 3.1 にパラメー

タの条件を示す． 

 

表 3.1 パラメータの定義 

Table 3.1  Parameter definition 
パラメータ 定義 
スケジューリン

グ手法 
FLAT, IDS ， Bucket ， DCS ，

Improved-Bucket 
定常受信率の分

布と偏度 
Zipf 分布（θ=0.25，0.5，0.75, 1.0，
1.25, 1.5） 

ファイル長 固定長（1 ページ）及び可変長（1～10
ページ:増加型，減少型，ランダム型） 

ファイル数 numdata=100，1000 
グループ数 numgrp=2～20（デフォルト値=5） 
べき乗パラメー

タ 
α＝0.5～1（デフォルト値=0.5.） 

 

図 3.8 は，ファイル長＝固定長，numgrp=5，α＝0.5，numdata=100 とし，FLAT 法，

IDS 法，Bucket 法，Improved Bucket 法，DCS 法の 5 手法と，θ＝0～1.5 とした場合の

Zipf 分布の組み合わせについて計算した結果である．図 3.9 は numdata=1000 とし，他の

条件は図 3.8 と同様にした場合である．これから以下のことが言える．①Zipf 分布の偏りが

大きいほど平均待ち時間が減少する．②IDS 法が最も効果的である． ③Improved-Bucket

法が IDS 法に次ぐ．③DCS 法は，Improved-Bucket 法に次ぐ．しかし，Improved-Bucket

法と DCS 法の差はほとんどない．放送率等累積分割法を採用すれば，機械的に選択を行っ

てもパラメータの比較計算を行っても大差がなく，演算負荷とスケジュールの安定性を考

慮すれば，一般に DCS 法が Improved-Bucket 法より優れており，実用可能な手法である． 
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図 3.8 各手法を用いた場合の待ち時間(100 ファイル／固定長) 

Fig.3.8 Waiting time by each method(100 files／Fixed Length) 

 

図 3.9 各手法を用いた場合の待ち時間(1000 ファイル／固定長) 

Fig.3.9 Waiting time by each method(1000 files／Fixed Length) 

 

④Bucket 法はグループ分割の方法が不十分なため，DCS 法や Improved-Bucket 法で採用

した放送率等累積分割法に比べて，待ち時間が大きい．特に，ページ数が多いとき，Bucket

法は他の方法と比べて差異が大きくなる．また，分布の偏りが大きいときも差が顕著であ
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る． 

図 3.10 はファイルの長さが可変長でその分布が増加型の場合，図 3.11 は減少型の場合，

図 3.12 はランダム型の場合の，各手法における平均待ち時間を示したものである．その他

の条件は図 3.8 の場合と同じである．増加型の場合は，Improved-Bucket 法よりも DCS 法

が良い結果を得ている．これは，増加型の場合は定常受信率が大きい，すなわち放送配分

率が大きいファイルのページ数が少ないので，ファイルのなかのページ単位に間欠的に出

力を行っても待ち時間増大につながらないためである．減少型の場合は，Improved-Bucket

法が DCS 法より待ち時間が小さくなる．また，DCS 法は Bucket 法とほとんど差異がなく

なる．減少型の場合は放送配分率の大きいファイルのページ数が多いため，DCS 法におけ

るファイルのページ単位の間欠的出力が不利に働くからである．ランダム型の場合はこの

中間的な傾向を示している．この結果から，Bucket 法はグループ分割の方法が不十分であ

り，待ち時間減少の効果は不十分である．Improved-Bucket 法，DCS 法はファイル長の特

性により，どちらが有利となるか結果は異なる． しかし，DCS 法はスケジューリングが機

械的で周期が安定していており，クライアントの実受信時間を抑えるためには有効である．

これらの特徴を表 3.2 に示す． 

 

表 3.2 各スケジューリング手法の特徴 

Table 3.2 Features of scheduling methods 

 
 待ち時間 選択手順 周期安定性 特徴 
FLAT 大 もっとも簡単 安定 単純 
IDS 最小 もっとも複雑 不安定 理論的待ち時間減少最適解 
Bucket 中 中 不安定 計算法として不十分 
Improved
-Bucket 

小～中 中 不安定 待ち時間減少目的では最適解に近

い． 
DCS 小～中 簡単 安定 周期の安定性・計算負荷軽減重視 
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図 3.10 各手法を用いた場合の待ち時間(100 ファイル／可変長／増加型) 

Fig.3.10 Waiting time by each method(100 files／Variable Length／Increase  

Type)  

 

図 3.11 各手法を用いた場合の待ち時間(100 ファイル／可変長／減少型) 

Fig.3.11 Waiting time by each method(100 files／Variable Length／Decrease Type) 
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図 3.12 各手法を用いた場合の待ち時間(100 ファイル／可変長／ランダム型) 

Fig.3.12 Waiting time by each method(100 files／Variable Length／Random Type) 

 

  Bucket 法，Improved-Bucket 法，DCS 法におけるグループの数と待ち時間との関係を

図 3.13 に示す．α=0.5，Zipf 分布係数θ＝1.5，1 ファイル＝1 ページの固定長，ファイル

数 numdata=1000 として，numgrp=2～20 の値をとる．Improved-Bucket 法と DCS 法の

差はほとんどない．グループの数を増やせば待ち時間は漸減する．しかし，DCS 法ではグ

ループの数を増やすと飽和状態に達するが，Bucket 法は漸減を続けている．これは，DCS

法は機械的に割り当てを循環させており，グループの数を増やすと，グループ間の配分の

アンバランスが増大し，FLAT 法に近づいて行くのに対し，Bucket 法は各グループの比較

を毎回行うので，グループの数を増やせば IDS 法に近づいて行くためである．上記の例で

は，DCS 法でせいぜい 6～7 グループで十分であるといえる．また，グループの数を増やす

ことは演算負荷に悪影響を与えることはいうまでもない． 
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図 3.13 グループ数による待ち時間 

Fig.3.13 Waiting time to number of groups 

 

  ひとつのファイルのページ数を増やせばどうなるであろうか．表 3.3 はファイル長をラン

ダムの可変長型，受信率分布をθ＝1.0，ファイル数を 100，グループ数を 5，1 ファイルの

ページ数を最小 1 ページ，最大を各々1，10，100 とした場合（平均ページ数は，１，5.5，

50.5 となる．）について，IDS 法，Bucket 法，DCS 法の 3 手法について示したものである．

ページ数を多くしても DCS 法はこの評価の範囲内では Bucket 法より効率が良いが，理想

値との乖離は大きくなる．ファイル中のページを間欠的にしか出力しないため，待ち時間

が相対的に増大する．ページの単位を粗くすると，一般に必要なデータのサイズとページ

のサイズの差が一般に大きくなるので通信効率が悪くなる．ページの単位を細かく定める

と帯域上のロスは少なくなるが，ページ数が増え，待ち時間上では不利益となる．帯域の

効率と待ち時間との関係はトレードオフである． 
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表 3.3 ファイル長と待ち時間 

Table 3.3 File length vs. Waiting time 
Average file length IDS Bucket DCS 
1（fix） 33.3 35.8 34.5 
5.5（variable） 274 363 326 
50.5（variable） 2,386 3,341 3,045 

 



３．４  可変型スケジュールにおける遅延軽減手法 

 

３．４．１ 提案手法 

  本節では，スケジュールが可変な場合における出力ページ選択方法について検討する．

このうち，クライアントからの要求に応じて待ち時間を最小にするため出力ページを選択

する方法については，Wong［Wong88b]が，クライアントからのページ要求数とそれまで

の待ち時間との関係から，適切なスケジュール手法を提案しているので，本研究では検討

の対象外とし，遅延時間に着目して検討を行う．可変型スケジュール環境における遅延軽

減方式とは，コンテンツが更新されたページが放送されず累積されていた場合や同時に複

数のページのコンテンツが更新され，サーバから出力すべきページが複数存在するとき，

全体として遅延が小さくなるページを選択出力かを定める方式のことである．そのため，

ページの選択手法を検討する． 

(1)基本手法（TP 法） 

まず，いくつかの基本的なページ選択手法を挙げる．第１は，コンテンツの更新時刻が

古いページ順に出力すること，つまり遅延時間が最大のページを選択する手法である（先

着順方式）． 第２は定常要求率が最大のページを選択する手法である（要求率順方式）．第

３にそれらを折衷する方法である．折衷の方法は，次のように考える．遅延時間と定常要

求率の両者の要素を取り入れて選択基準値を算出し，その値が最大の値を持つページを選

ぶものとする．折衷係数を k（0≦k≦1）とするとページｉの選択基準値 SDiは，Ti，Pi，k

の 3 つの要素からなる関数として表わせる． 

(SD f T p ki i i= , , )         (3.10) 

簡易な計算で遅延時間と定常要求率の両者の要素を取り込もうとすると，加算は両者の

データの性質が全く異なるため不適当であり，積算で選択基準値を選ぶ手法の方が適して

いる．αの値により，SDi において相対的に pi の要素を無視して Ti の要素だけで決まる場

合（先着順方式）から，その逆の場合（要求率順方式）までを簡易な形で表現する関数と

して，3.2 節と同様に，Ti，piをそれぞれ折衷係数 k，1－k でべき乗変換する方法を考察す

る．式(3.10)を，次のように改める． 

SD T pi i
k

i
k= ⋅ −1         (3.11) 

0≦k≦1 とする．ここで k＝1 とおくと，piの要素は無視して，Tiの要素だけで決定する
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先着順方式となり，k＝0 とおくと，Tiの要素は無視して，pi の要素だけで決める要求率順

方式となるので，折衷方式は先着順方式と要求率順方式を包含することとなる．ゆえに，

以下は先着順方式と要求率順方式を省略し，それらは折衷方式の両方の極限を示すものと

して捉える．ところで，選択基準値は絶対的な値に意味はなく，比較のための相対値に過

ぎない．Tiと pi の両方の要素をべき乗計算するのは計算負荷上得策でなく，いずれかをそ

のままとした値と他方をべき乗変換した値との積を選択基準値とすれば計算は楽になる．

Tiは計算する度に値は必ず変わるが，piはリアルタイムに測定できないため一定と仮定する

か，または変わるとしてもその頻度は遅延時間と同等か少ないと想定して良い．計算量削

減の観点から Ti より piをべき乗変換する方が望ましいと判断できる．k>0 のとき， 

α＝(1－k)/k        (3.13) 

とおき，置換評価係数 CSDiを定義する． 

CSD SD T pi i
k

i i= = ⋅1/ α        (3.14) 

この折衷方式において，全てのページの Tiと piαとの積を計算し，その最大値を求め，該

当するページを出力データとして選択する手法を TP 法と呼ぶこととする． 

 

(2)選択評価対象打ち切り手法（RxW 法） 

TP 法の計算において，piが変わらないという前提をおき，piαの値は変化しないとしても，

Tiについては毎回値が変わる．ページ数が多い場合，TP 法は計算負荷が大きい． 

このため，TP 法を簡略化した計算手法を考察する．Aksoy らは，オンデマンド型通信に

おける出力ページ簡易選択法として，RxW 法を提案し，評価を行っている[Akso98a]．Ri

をページｉの要求クライアント数，Wi を最初にクライアントが要求開始してからの時間を

意味するものとすると，Riが多い順から一定数ページと Wiが大きい順から一定数ページを

選び，それぞれについて Riと Wiとの積を計算し，そのなかで最大の値を持つページを選択

する手法が RxW 法である．我々はこの手法を更新における遅延軽減のための出力ページ選

択法に応用してみる．用語の統一のため，Riの代りに Tiを用い，Wiの代りに piαを用いて

Ti×piαが最大のページを探すものとする．図 3.14 に RxW 法の概念を示す． 
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図 3.14 RxW 法 

Fig. 3.14 RxW Method 

 

(3)グループ化手法（GP 法） 

もうひとつの TP 法の計算簡略化手法として定常要求率が近似したページを集めてグル

ープを作り，グループ単位で比較計算を行う手法を提案する．各ページの出力配分率を si

とすると，piとαにより，以下の式で各ページの出力配分率を定める． 

s p
p

i
i

jj

m=
=∑
α

α
1

        (3.15) 

グルーブ分割の方法は，図 3.5 に示した放送率等累積分割法にて行う． オフライン処理

で以上のグループ分割を行った後，オンライン時に，次の方法で出力するページを選ぶ．

まず，グループ別に更新ページの先着順に待ち行列を作り，各々のグループにおける先頭

順位のページの遅延時間を Tiとする．各先頭ページの内で Ti×piαが最大のページを選択す

る．この方法は定常要求率が近似するページをまとめ，グループ内では先着順方式を採用

することにより，負荷の軽減を図るものである．以下，GP 法と呼ぶ．図 3.15 に GP 法の

概念を示す． 

Pi 
Tj 

Tk Pk 

Ti×Pi Tj×Pj 
 計算打ち切り限界

Tk×Pk 
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グループ１  

 
グループ２ 

 

 グループ３

 

 

 

 

 

図 3.15 GP 法 

Fig. 3.15 GP Method 

 

(4) 基準時刻設定手法（ST 法） 

別の演算負荷軽減方法として，各ページに基準時刻を設定しそのもっとも早い時刻を選択

する手法を提案する．まず，式(3.5)，(3.6)の方法により，最適なα，βを探索法により求

め，そのページの更新率と定常要求率からべき乗指数法により各ページの望ましい放送周

期を求める．放送周期を求める方法はべき乗指数法を用いる．  

  次に当該ページを放送出力する基準時刻 Tsを計算する．基準時刻を Tsとすると新たにペ

ージの更新が発生したとき，式(3.8)を変形して以下の式で求める． 

T T d
d

q
q

d
T

T d
q

q
T

s u i

i
i

d

i

i
c

u i
i

d

c

i

i

= + ⋅
+ −

− −

− +

= + −
− −

+

+

+

1
1 1

1

1 1

1

1

( )

( )

i

      (3.16) 

Tu は基準時刻計算のときの時刻，すなわち当該ページのコンテンツが更新されたときの

時刻である．更新があった時刻に固定スケジュール方式における平均遅延時間を加えて 1

を減ずる．なお，式(3.8)の場合は，当該ページの放送出力間に更新が発生しなかった場合

を遅延時間の計算から除くため，当該区間の更新率で除しているが，式(3.16)の場合は更新

が発生した時点で計算を行うので，更新率で除する必要がないのが異なる．1 を減ずる理由

 

グループ４ 

 グループ内先着順

 グループ先頭Ｔ×ｐ最大選択
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は，最初に基準時刻を計算する可能性のある時刻は出力後 1 タイムスロット後になってか

らのためである． その値に調整値 Tc を加える．Tc の初期値はゼロとし，当該ページが実

際に出力された時刻（Tout）と基準時刻との差異を調整用に保存するものである．（Tc＝Ts

－Tout）当該ページが基準時刻より早く出力されれば次の基準時刻設定では遅くなるよう，

遅く出力されれば早くなるよう調整するのに用いられる．この手法は平均して 1 タイムス

ロットに 1 回以下の基準時刻設定のみで済む．基準時刻が最も小さいページを放送出力ペ

ージとして選択する．これを ST 法と呼ぶこととする．ただし，以下の提案手法の評価で，

個々のページの更新率は事前に把握できないものとして，実際には更新率に差異があって

も，式(3.5)においてβ=0 とし，個別の更新率の要素は基準時刻設定上不明とした場合の効

果について試算するものとする．図 3.16 に概念を示す． 

 

 

ts 

基準時刻決定時刻 
時間 

前回出力時刻 
基準時刻 

基準遅延時間 

(基準遅延時間-1)ts 

望ましい出力周期 

データ更新時刻  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.16 ST 法 

Fig. 3.16 ST Method 
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３．４．２ 提案手法の評価 

(1)各手法比較 

 各手法において，Tiの要素と pi の要素の比重をどの程度にすれば良いか，すなわちα

の値をどう設定すれば，遅延時間を低く抑えることができるか，また，TP 法，RxW 法，

GP 法，ST 法の各手法を採用するといかなる遅延値となるかを，シミュレーションにより

検討する．本章では Zipf 分布において，θ=1 とし，αの値を 0 から 2 まで変化させて遅延

が最小となるαを求める．各ページの 1 タイムスロットあたり平均更新率(q)が等しく，そ

の値を 2-1から 2-9とした場合の各α値による平均遅延時間を図 3.17（TP 法），図 3.18(RxW

法)，図 3.19(GP 法)，図 3.20(ST 法)に示す．なお，ページ数は 28＝256 ページ，RxW 法に

おける打ち切り数は Ti，piαをそれぞれ上位から 8 ページ，GP 法におけるグループ数は 5

を例として用いている． 

 

 

コンテンツ
更新率

0

50

100

150

200

250

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2

α指数

遅
延
時
間

 1/2

1/8

1/32

1/128

1/512

図 3.17 TP 法による遅延時間 

Fig.3.17 Latency time with TP method  
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図 3.18 RxW 法による遅延時間 

Fig.3.18 Latency time with RxW method 

 

コンテンツ
更新率

0

50

100

150

200

250

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2

α指数

遅
延
時
間

 1/2

1/8

1/32

1/128

1/512

図 3.19 GP 法による遅延時間 

Fig.3.19 Latency time with GP method  
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図 3.20 ST 法による遅延時間 

Fig.3.20 Latency time with ST method  

 

  いずれの手法においても，q が極めて大きい場合は，α=0.5 が最も遅延時間が少ない結

果となっている．その理由は容易に証明できる．ページの更新率が非常に大きい場合，す

なわち各タイムスロットにおいて常時コンテンツが更新されている場合を想定すると，ペ

ージの出力直後に更新が発生するので，ページの出力間隔と遅延時間はほぼ等しくなる．

ページｉの送信間隔を diとする．また，si=1/diとおく．以下の式が成立する． 

si
m∑ = 1
i=1

        (3.17) 

平均遅延時間 LATENCY は次の式で得られる． 

LATENCY
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      (3.18) 

LATENCY を s1で微分し，LATENCY が最小値となる s1を求める． 
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        (3.20) 

同様に LATENCY が最小になる s2を求める． 

s
s

p
p

ii

m

2
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1
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1

1
=

−

+

=∑         (3.21) 

ここから s1と s2の最適の比を求めると 

s
s

p
p

1

2

1

2

=         (3.22) 

が成立する．同様に s3 以降についても成立するので，遅延時間を最小にするためには，各

ページの出力配分を定常要求率の平方根に比例させるのが最適である．TP 法，RxW 法，

GP 法の場合，折衷法を基本としているが，α=0.5 とすると定常要求率の平方根に比例する

結果となる．また，ST 法の場合も同様に定常要求率の平方根に比例した配分を設定基準値

とすることになる．平均更新率が低くなるにつれて，最適αの値は大きくなる．GP 法にお

いてαの値に対して遅延時間が複雑な曲線を示しているが，これは各ページのグループ化

において配分率合計が平等に近く分割ができるか否かによるためである．更新の頻度が極

めて低い場合には，要求率順方式で十分であることは，容易に判断できる．しかし，更新

率が大きく過密な場合はαの値による平均遅延率の差異は大きいが，更新率が小さくなる

とαの値が 0.5 以上であれば，αの値による差異は小さくなる．また更新率とページ数の積

が１未満となると，出力すべきページが 1 タイムスロットに平均１つ以下となるので遅延

時間は大幅に減少する． 
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図 3.21 最小遅延時間 

Fig. 3.21  Latency time for optimalα 

 

図 3.21 に各 q の値に対して，各手法が最適のα値をとった場合の遅延時間を示し，表 3.4

に各手法についての比較を示す．実験条件は図 3.17～図 3.20 と同じである．ST 法は TP

法とほぼ同等の遅延時間であり，遅延時間を抑えるには有効な手法である．比較の基本と

なる数値は平均して，1 タイムスロットに 1 回の計算で済み，TP 法に比べて計算時間が小

さくて済む．しかし，出力順位保守のための計算が必要であり，この計算は 2 分探索のた

め，log2m 回以上の大小判定が必要であるので GP 法よりは一般に計算負荷が大きい．GP

法は各グループの代表のみ選択して比較すれば良いので計算負荷はもっとも小さい．しか

し，ST 法よりは遅延時間が大きい．単純に評価対象を削減した RxW 法はあまり効果が上

がらず，この手法の採用は得策でない．  
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表 3.4 スケジューリング手法 

Table 3.4 Scheduling Method 

 
手法 手法 遅延時間 演算時間 備考 
TP 法 受信率のべき乗変換値

×経過時間の最大値を

選択． 

最も小さい 最も大き

い． 
基本的手法 

RxW 法 TP 法の簡易型．評価対

象を限定． 
大きい 大きい． 評価対象を増やせば遅

延時間が減少し，演算時

間が増大する． 
GP 法 TP 法の簡易型．類似受

信率をグループ化して

比較． 

比較的小さい 小さい． グループ数を増やせば

遅延時間が減少し，演算

時間が増大する． 
ST 法 出力基準時刻を設定し

その大小で選択． 
小さい 比較的小

さい． 
更新率が判明している

ことが望ましい. 

 

(2)定常要求率と更新率分布による差異比較 

TP 法において，各ページの定常要求率と更新率の分布傾向が異なる場合における遅延時間

の傾向を確認する．そのため，次の２つの端的な場合の例を示す．図 3.22 は，定常要求率

と更新率が，共にθ=1 の Zipf 分布に従い，各々の率の順番が一致している場合の TP 法に

よる遅延時間を示す．図 3.23 は図 3.20 と同様に共にθ=1 の Zipf 分布に従うが，各々の率

の順番が逆転している場合を示す．他の条件は図 3.17 の場合と同じとする．（ただし，各ペ

ージの更新率は 1 以下である．想定した更新率分布において更新率最大のページのページ

を 1 以下とするためには，平均更新率は 2-5未満の値としなければならない．）図 3.22 の場

合は，最適αの値は図 3.17 で示す更新率が等しい場合より，小さい方向に振れ，図 3.23 の

場合は，大きい方向に振れている． 
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図 3.22 TP法による遅延時間（更新率順方向） 

Fig.3.22 Latency time with TP method(The update probability is forward distribution.) tribution.) 
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図 3.23 TP 法による遅延時間（更新率逆方向） 図 3.23 TP 法による遅延時間（更新率逆方向） 

Fig.3.23 Latency time with TP method (The update probability is reverse distribution.) Fig.3.23 Latency time with TP method (The update probability is reverse distribution.) 

  

個々のページの更新率を把握できない場合を想定する．図 3.17，図 3.22，図 3.23 から判

断すれば，α=0.5 とすると，各更新率に共通してある程度遅延を小さく抑えることは可能

である．図 3.17，図 3.22，図 3.23 と同じ条件で各ページの定常要求率と更新率が分布して

いる場合を考える．しかし，その分布が不明であると想定して，各ページの更新率は一定

個々のページの更新率を把握できない場合を想定する．図 3.17，図 3.22，図 3.23 から判

断すれば，α=0.5 とすると，各更新率に共通してある程度遅延を小さく抑えることは可能

である．図 3.17，図 3.22，図 3.23 と同じ条件で各ページの定常要求率と更新率が分布して

いる場合を考える．しかし，その分布が不明であると想定して，各ページの更新率は一定
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であると仮定し，α=0.5 のパラメータでもって TP 法と ST 法各々を用いてスケジュールを

決定した場合の遅延時間を図 3.24 に示す．TP-F，ST-F は，更新率の分布が定常受信率と

同じ分布をしており，分布の傾向が更新率と定常受信率とで同じである場合，TP，ST は，

更新率が各ページで同じである場合，TP-R，ST-R は更新率の分布が定常受信率と同じ分布

をしており，分布の傾向が更新率と定常受信率とで逆の場合（最大の更新率を持つページ

が最小の定常受信率を持つ．）を示す．更新率が各ページで同じである場合は，TP，ST 両

手法とも大差はないが，更新率が各ページにより差異がある場合は，TP 法より ST 法の方

が良い結果を生じている．特に分布の傾向が更新率と定常受信率とで逆の場合に，その差

が大きい．更新頻度がサーバの放送出力能力より小さければ，遅延時間は極めて小さくな

るのでいずれの方式をとっても大差がないので，アルゴリズムを簡単にして最大の pi 値を

選択する要求率順方式，あるいは先着順方式で十分と考えられる．更新率が正確に把握で

きるのであれば，更新率に応じて最適に近似したα値を定めればさらに良い結果が得られ

ると予測できる． 
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図 3.24 更新率分布別による最小遅延時間の比較 

Fig.3.24 Minimum latency time at each distribution of update probability 
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3.5 遅延時間と待ち時間との関係 

 

先行研究及び本研究での前節までの検討では，待ち時間の軽減に着目すれば，クライア

ントの各ページ初期受信の発生や初期受信率によりスケジューリンク方式を検討してきた．

また，遅延時間の軽減に着目すれば，各ページのコンテンツ更新の発生や更新率と，各ペ

ージの定常受信率より検討してきた．両者の一方の最適化は他方にとって必ずしも最適に

はならない．両者の関係について考察を行うのが，本節の目的である． 

２つの場合を想定する．ひとつは，各ページの平均受信時間の長さは異なるとした場合

である．初期受信率と定常受信率は無関係とする．例として，定常受信率はθ=1 の Zipf 分

布に従うが，初期受信率は一様とした場合のケースを想定する．これをケース A とする．

もうひとつは，クライアントによる各ページの平均継続受信時間の長さは等しいとした場

合である．この場合，クライアントが最初に目的ページを受信する各ページ初期要求率と

継続して受信を続ける定常要求率の比率は等しくなる．これをケース B とする．なお，ケ

ース A，B の場合共に，定常受信率とコンテンツ更新率は無相関とする． 

 

３．５．１ 固定スケジュールの場合 

待ち時間に着目してスケジューリングを選択するのであれば，ケース A の場合初期受信

率は各ページで等しいと仮定したので各ページを平等に出力するのがもっとも望ましい． 

ケース B の場合はコンテンツ更新率に影響されないほうが望ましいのでβ=0，初期受信率

／定常受信率は平方根の定理によりα=0.5 が望ましい． 遅延時間に着目すれば，初期受信

率は遅延時間の要素は最適化には無関係であるので，定常受信率とコンテンツ更新率の要

素のみから，放送出力配分率を定めれば良い．図 3.25 はケース A における定常受信率への

べき乗指数αとコンテンツ更新率βが 0～0.5 の値をとったときの待ち時間の分布を示した

ものである．図 3.26 は同様にケース B について示したものである．図 3.27 は遅延時間の

分布を示したものである．例えばケースＢの場合は，待ち時間を重視してα=0.5，β=0 と

しても，遅延時間の最適値からの差異は小さい．ケース A の場合であれば，待ち時間を重

視してα=β=0 とすると，遅延時間が極めて大きくなるので遅延時間の最適値に近いパラ

メータを選択する案が望ましいといえる．しかし，評価基準の異なる２つの要素を一律の

基準では定められないのでいずれを重視するかは，システム設計のポリシーによる． 
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図 3.25 α，β値による待ち時間（ファイル数=100，θ=1.0  無相関分布 ケースＡ） 

Fig.3.25 Waiting time toα，βvalue（Number of files＝100，θ=1.0, 

Non-relative Distribution  Case A） 
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Fig.3.26 Waiting time toα，βvalue（Number of files＝100，θ=1.0, 

Non-relative Distribution  Case B） 
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図 3.27 α，β値による遅延時間（ファイル数=100，更新率=2-15，θ=1.0  無相関分布） 

Fig.3.27 Latency time toα，βvalue（Number of files＝100， 

update rate＝2-15，θ=1.0  Non-relative Distribution） 

 

３．５．２ 可変スケジュールの場合 

(1)遅延時間軽減無条件優先の場合 

 遅延時間軽減優先スケジュールとは，各タイムスロットにおいて，コンテンツの更新ペ

ージが過去からの累積も含め残っていれば，遅延時間軽減方式に従い，出力ページを選択

する．コンテンツの更新による出力ページが残っていなければ，待ち時間軽減手法に従い，

出力ページを選択する方式である．個々のクライアントがどのページのアクセスを開始し

たかをサーバが把握できないものとする．例えば，クライアントが不特定多数の携帯端末

の場合である．この場合は，初期要求率が判明している前提で確率的に待ち時間を推定す

る．遅延時間軽減を優先して出力ページを選択した場合に，待ち時間がどうなるかをシミ

ュレーションにより観察する．遅延時間軽減の手法として TP 法を代表として適用する．待

ち時間軽減の手法として初期要求率の平方根に比例した配分率で均等周期に近くなるよう

スケジューリングするものとする[Vaid96c]．ページ数は 256 とし，図 3.20 より，α=0.5

とした場合の平均遅延時間は，必ずしも最小値ではないが，最小値との差が小さいので，

便宜上α=0.5 に統一して計算する．全体として更新率を変化させて観察する．また，2-4か

ら 2-10まで，対数的に平均更新率を選んで実験を行う． 

このシミュレーションの結果，クライアントの平均待ち時間を示したのが，図 3.28（ケ
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ース A）と図 3.29（ケース B）のそれぞれ遅延軽減目的のページ選択連続数が無制限の場

合である．更新率が極めて小さい場合は，待ち時間軽減目的のページ出力の機会が多くな

るので平均待ち時間は小さい．更新率が極めて大きい場合，各々のページに対して更新に

よる出力要求が発生し，ページの出力配分は更新率の平方根に対する比に近づく．平均待

ち時間は小さい．特にケースＢの場合，初期要求率と更新率を同じと仮定したので，ペー

ジの出力配分は，初期要求率の平方根に対する比に近づく．そのため，待ち時間最小化の

スケジュールに近づき，更新率が極めて小さい場合と同様に待ち時間は小さい．ケースＡ

の場合は初期要求率と更新率が異なると仮定したので，更新率が極めて大きい場合は，更

新率が極めて小さい場合に比べて待ち時間は大きい．更新の発生率の中間段階でケース A，

B の場合共，待ち時間のピークがある．これは次の理由がある．データ更新率が 1 タイム

スロットに平均 1 ページ以上の更新が発生するのであればタイムスロットの空きが発生し

ない．一方，更新率が下がると確率的に更新事由によるデータ出力の要求がなかなか発生

しないページが発生する．更新による出力要求がなかなか発生しないページが多くなり，

待ち時間軽減目的のページ出力も期待できないという状況が発生すれば，更新の発生率の

中間段階で平均待ち時間が増大する結果となる． 

 

(2)待ち時間軽減を配慮した場合 

遅延時間軽減を第一目的としたページ選択連続してが続いた場合，待ち時間の増大を緩

和するため，強制的に待ち時間軽減を優先した出力ページを定める手法を採用した場合を

想定する．これを制限付き遅延軽減優先法と呼ぶこととする．図 3.28（ケース A），図 3.29

（ケース B）は，遅延軽減目的のページ選択連続数（以下，選択連続数と略す．）が無制限

の場合に加えて，16，4，1 の場合の平均待ち時間を示している．選択連続数が 1 の場合は

更新によるページ選択が全体の 50%以下であることを示している．図を観察すると更新率

に対する待ち時間は複雑に増減している．これは，遅延時間軽減のためのページ出力と，

待ち時間軽減のためのページ出力の２つの要素がからみあっているためである．平均更新

率が中間段階では，選択連続数を軽減した効果が，大きく現われている．また，選択連続

数を軽減すると，遅延時間は増大する．図 3.30 は，図 3.28 と同じ条件でシミュレーション

を実施した場合の遅延時間を示す．待ち時間と遅延時間の関係はトレードオフとなり，新

規クライアントと継続クライアントの比率，更新率により，適切な制約をつけることが望
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ましい． 
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図 3.28 制限付き遅延軽減優先法における待ち時間（ケース A） 

Fig. 3.28 Waiting time in the latency reducing method with a limitation(Case A) 
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図 3.29 制限付き遅延軽減優先法における待ち時間（ケース B） 

Fig. 3.29 Waiting time in the latency reducing method with a limitation(Case B) 
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図 3.30 制限付き遅延軽減優先法における遅延時間 

Fig. 3.30 Latency time in the latency reducing method with a limitation 

 

(3)サーバがクライアントの要求を把握できる場合 

クライアントがどのページの要求を開始したか把握できる場合について検討する．クラ

イアントからの要求をサーバにアップロードするような場合である．本研究においても，

初期要求のため出力を待たされているページのタイムスロットが生じたとき，LWF 手法で

出力ページを選択する．初期要求の密度が大きい場合は待ちページが把握できない場合と

同様となるので，初期要求の密度が小さい場合についてシミュレーションを行う．実験条

件は図 3.29 の場合と同じであるが，初期要求の発生密度は 2-10（ページ数を 28としたので

4 タイムスロットに 1 ページの出力要求）とする．シミュレーションの結果を図 3.31 に示

す．傾向は図 3.28 と同様であるが，更新密度が低い場合，極端に待ち時間が小さくなる．

これは実際に初期要求があったページを出力するため，更新密度が低い場合は，タイムス

ロットが空くと直ちに出力が可能なためである．なお，制限付き優先法は RxW 法，GP 法，

TP 法の場合はそのまま用いることができるが，ST 法の場合はそのまま用いることはでき

ない．待ち時間処理を優先したタイムスロットがどの割合で入り込むかを織り込んで，基

準時刻を設定することが必要である． 
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図 3.31 制限付き遅延軽減優先法における待ち時間（サーバがクライアントの要求を把握で

きる場合） 

Fig. 3.31 Waiting time in the latency reducing method with a limitation(When the 

server can get the number of requests from clients.) 

 

３．５ 結言 

 

本章においては，サーバからクライアントに繰り返しデータ（ページ）を放送型で提供

するシステムにおいて，放送するページの種類により，その更新確率とクライアントの受

信率に差異がある場合に，統計的にいかに待ち時間や遅延時間を小さくすることができる

かということについて述べた．3.2 節で固定スケジュール方式についてべき乗指数をパラメ

ータとして各ページの配分率を定める方法について提案した．待ち時間最小化のべき乗指

数については従来の研究から理論的に判明しているが，遅延時間については分布状況によ

り最適パラメータ値が変わるため，ヒューリステックに最適近似値を求める方法を示した．

3.3 節では，固定スケジュール方式において放送配分率どおり，ページを出力しようとする

とページ選択のための計算負荷がかかるため，簡易的に放送出力を決定する方法である二

重循環法とその応用法について提案し，評価を行った．3.4 節では，可変型スケジュール環

境において放送出力ページを決定する方法について各種方法を比較検討し，あらかじめ，

出力基準時間を定める基準時刻設定手法について提案した．さらに，3.5 節では可変型スケ
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ジューリング方式における遅延時間と待ち時間との関係について考察した． 

放送はサーバからクライアントへの情報提供手段としてユニキャスト通信と比べて通信

帯域の観点から見ると効率の良い手法である．反面，サーバ側（更新された情報はなるべ

く早く提供する．），クライアント側（必要とした情報はなるべく早く入手したい．）との個々

の要求に応えることはできない．クライアント全体に対して利益で出る方法でスケジュー

リングすることが課題となる． 本章ではその課題に対する提案のひとつである． 本章で

提示した主題に対する今後の課題は，クライアントが要求するページの受信動向とサーバ

が想定している受信動向に差異があったときの傾向，受信障害や送信障害に対する適切な

対応策の検討などが挙げられる． 

 



第４章 
 

複合型通信による高効率通信方式 
 
本章は，無線の覆域内でサーバからデータを直接受信することが可能なクライアントが

多く存在するシステムにおいて，どのようなデータの提供方式が帯域の利用効率が良く，

敏速にクライアントにデータを提供することが可能かを検討するものである．1.2.4 節で挙

げたデータ配信方式の分類で述べると，統合型通信方式が本章の主題である． 

 
４．１ 緒言 

 
サーバは，クライアントがあるデータ（ページ）を必要とすることを事前に把握してい

るならば，個々のクライアントからオンデマンドで要求を受けることなく，一方的にペー

ジを放送出力する．これをプッシュ型通信という．それに対し，クライアント利用者はク

ライアントを通して，必要に応じてサーバにページの要求を行う（上り通信）．サーバはク

ライアントからの要求に対し，要求されたページをそのクライアントに対して返す（下り

通信）．これをプル型通信という．プッシュ型通信では，上り通信を不要としているため，

その帯域を節約することができる．しかし，サーバはどのページをどの頻度でクライアン

トが要求しているということを運用の前提条件として想定できても，具体的にどのページ

がいつ要求されたか個々の要求は把握できないため，木目細かい対応はできない．プル型

通信では，クライアントからのページ要求の時刻と累計数からクライアント利用者の待ち

をなるべく小さくする出力スケジュールの設定が可能となるが，その代りに上り通信の帯

域が必要となる．このプッシュ型通信とプル型通信の両者の特徴を生かした通信方式につ

いて本章で検討する． 

クライアントがサーバのデータ（ページ）を利用する形態として次の２つのモデルを想定

する．ひとつは，サーバのページのコンテンツが変化しないかあるいは変化の頻度が小さ

く，クライアントは目的のページを受信して自ファイルに取り込めれば受信を完了する場

合である．もうひとつは，サーバのページのコンテンツが刻々変化し，クライアントは常

に最新データを監視する場合である．コンテンツが更新されたとき，サーバは更新データ
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をプッシュ型通信でクライアントに送信する．クライアント利用者は最初にコンテンツを

プッシュ型通信またはプル型通信で得るが，その後の更新データはプッシュ型通信でクラ

イアントが受信し自己のローカルファイルに格納したデータを参照して得る． これらのモ

デルにおいて，プッシュ型通信のみ，プル型通信のみ，両者を併用する通信方式の評価を

行い，さらにプッシュ型通信とプル型通信の応答通信の帯域を統合して利用し，両者の動

的な割付けを行う方式を提案・評価する．なお，サーバからクライアントへの送信はプッ

シュ型とプル型のいずれの場合も，全クライアントで同時に受信可能なものとする．また，

言及する既存論文では，プッシュ型通信を放送型通信，プル型通信をオンデマンド型通信

という用語を用いている場合もあるが，本章においてはプッシュ型通信／プル型通信とい

う用語に統一して用いている．さらに，本章ではプッシュ型通信とプル型通信の「併用」

という用語と「動的統合」という用語を使い分けている．「併用」はプッシュ型通信とプル

型通信の各々の帯域とその方式による通信データを静的に定めておいて両者を併用するこ

とを指すのに対し，「動的統合」は動的にプッシュ型通信とプル型通信の帯域を決定するこ

とを指す．さらに単にクライアントと記した場合はクライアント端末そのものまたはそれ

にクライアント利用者を含めるが，クライアント利用者と記述した場合はクライアント端

末を利用する人間またはデータを利用するソフトウェアなどを指す． 

 

４．２ 出力データ固定モデル 

 

４．２．１ 出力データのスケジュール方法 

本節では，放送されるデータの内容が変わらない場合について検討する．クライアント

は必要とするページを１回受信すればそのページの受信は終了して良い．クライアント利

用者はできるかぎり早く目的ページを入手したい．つまり，このモデルにおいては，クラ

イアント利用者がページを欲してから受信するまでの待ち時間を短くすることが，設計の

評価指標となる．この要件におけるデータの提供システムを設計するため，プッシュ型通

信とプル型通信をどのように利用すべきか検討する． 

プッシュ型通信：クライアントはあるページの受信を開始するとサーバからそのページが

出力され受信できるまで待つことになる．平均待ち時間は，出力周期の半分である．当該

ページを要求するクライアント数が多くても，上り通信のために帯域を割り当てる必要が
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ない． 

プル型通信：クライアント利用者はクライアントを通してサーバへ目的ページを要求する．

サーバは要求があったページを出力する．ページ要求頻度が小さい場合は，サーバはただ

ちに目的ページを出力できる確率が大きいので，クライアント利用者の平均待ち時間が小

さいが，ページ要求頻度が大きい場合は目的ページの出力に待ち行列ができ，平均待ち時

間が大きくなる．また，要求をクライアントからサーバに伝えるための上り通信の帯域が

必要である．（図 4.1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1  プッシュ型通信とプル型通信 

Fig.4.1  Push-based and pull-based communications 

 

  主要なサーバのデータ出力スケジュール手法を以下に挙げる． 

①サーバはプッシュ型通信で各ペーを平等に順次出力する．（プッシュ型 FLAT 法） 

②サーバはプッシュ型通信でデータを出力する．各ページの出力配分の比率は各ページの

要求頻度の平方根に比例させるものとする．この方法は，Wong らにより待ち時間を最も

小さくするプッシュ型スケジューリング手法として証明されている[Wong88b]．（プッシ

ュ型 SQ［SQuare root］法） 

③サーバはプル型通信でデータを提供する．クライアントからページの要求があれば，サ

ーバは待ち行列を作って最も古い要求ページから順次処理する．クライアント利用者は

要求したページに対する応答を待つ．（プル型個別処理法：QUEUE 法） 

要求対応デー
タのキュー 

各データの一方的繰り返し出力 
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④サーバはプル型通信でデータを提供する．クライアントからページの要求があったとき，

サーバが先着順に要求ページを処理するのは QUEUE 法と同じであるが，既にそのペー

ジが出力待ちであれば，要求を無視する．クライアント利用者は要求の有無にかかわり

なく，目的とするページのデータを受信すれば待ちを完了する．（プル型先着順法：FIFO

［First In First Out］法） 

⑤サーバはプル型通信でデータを提供する．クライアントから出力要求を受けているペー

ジに関し，各クライアントからの要求の総待ち時間を計算する．総待ち時間累計値が最

も大きいページを選択して出力する．クライアント利用者は目的とするページのデータ

を受信すれば待ちを完了する．（プル型総待ち時間累計法：LWF［Longest Wait First］

法） 

 

４．２．２ 各スケジュール法比較 

まず，プル型通信における上り通信の帯域を無視する場合を評価する．各ページの初期

受信率は等しいものとする（Zipf 分布においてθ＝0）．ページ数は 1000 ページとする

(m=1000)．各方法におけるクライアントが目的ページを得るまでの平均待ち時間を，シミ

ュレーションにより求める．1ts あたりの要求頻度ρを 0.2～5.0 まで変化させた結果を図

4.2 に示す． プッシュ型の FLAT 法は平均ページ要求頻度にかかわらず平均待ち時間は一

定で，全て一定で周期の半分である 500ts である．プッシュ型である SQ 法は各ページの要

求頻度が等しい場合は FLAT 法と同じとなるため，図より省略した．プル型である QUEUE

法の場合は，M/D/1 型の待ち行列モデルとなるので，待ち時間はρ／2(1-ρ）ts であり，ρ

≧1 の場合は待ち時間が発散してしまう．QUEUE 法は個別のクライアントと 1 対 1 の通

信を行うときのみ必要な考え方であるが，同時に全クライアントに同じ応答を返せる無線

環境では，ρ≧1 の場合でも有限時間で処理可能であるプル型の FIFO 法は，ページ要求頻

度が極限まで増大すれば全てのページを順次出力することになるので，FLAT 法と同じとな

る．プル型である LWF 法は，Wong により，プル型通信の他の手法より待ち時間が小さい

ことが紹介されている[Wong88b]．図 4.2 においても FIFO 法よりも，良い結果を示してい

る．この結果から，LWF 法が，平均ページ要求頻度にかかわらず，提示した各手法のなか

でもっとも待ち時間が小さい手法であることを示している． 
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図 4.2  各方式による平均待ち時間（θ＝0） 

Fig.2 Mean waiting time with each method (θ＝0） 
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図 4.3  各方式による平均待ち時間（θ＝1.0） 

Fig.3 Mean waiting time with each method (θ＝1.0） 
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  次に，各ページの平均要求頻度に偏りがあり，θ=1.0 の Zipf 分布に従うとした場合の待

ち時間について検討する．各手法のシミュレーションによる結果を図 4.3 に示す． 各ペー

ジの平均要求頻度に偏りのある場合が，偏りがない場合に比べて，プル型通信の各手法に

おける待ち時間が小さくなることを示している．また，プッシュ型通信においても，FLAT

法の待ち時間は変わらないが，SQ 法の待ち時間は大きく減少している．次に，あるタイミ

ングにおいて，ページ i における前回の出力からの時間を Tiとすると，LWF 法における平

均の総待ち時間累計は，ri×Ti2に比例する．（図 4.4 参照） 平均要求頻度が大きくなると毎

タイミングにおける要求発生頻度は平準化されてくるので，LWF 法による出力配分は riの

平方根に比例に近似することになり，プッシュ型通信における SQ 法に収束する．これらの

状態から小さい要求頻度の条件で上り通信の負荷やページ選択のためのサーバの選択計算

処理の負荷を無視すれば，FLAT 法より FIFO 法，SQ 法より LWF 法のプル型通信が優れ

ていることが判断できる． 

 

 

 

ri 

ri×Ti 

待ちクライアント数  

 

前回出力 

時刻 

1 

総待ち時間 

Ti  
 現時刻

 

 

図 4.4  累積待ち時間 

Fig.4.4 Total waiting time 

 

ところで，サーバからの毎出力タイミングにおけるページ選択の演算負荷を考慮すると，

プッシュ型通信のスケジュール法において，FLAT 法は順次出力ページを選択することが可

能であるが，SQ 法の場合は候補ページ選択のための計算が必要である．しかし，出力配分

比率が動的に変化しないので，効率をあまり落とさずに簡易的に選択計算を行うことがで

きる（3.3 節参照）．ところが，プル型通信において FIFO 法は単に先着順に処理すれば良

いのでページ選択が容易であるが，LWF 法の場合は毎出力タイミングごとに累計の待ち時
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間が動的に変化するので，待ち時間累計最大のページを選択するための計算量が大きい．

対象となるページが多くページ選択のための処理可能時間が短ければ，サーバにとり大き

な負担となる．Aksoy らによる簡易計算法も提案されている[Akso98]が，計算負荷や性能

面で十分に改善されているとは言えない．このため，LWF 法の採用を見送ると，プッシュ

型通信におけるSQ法とプル型通信におけるFIFO法が待ち時間減少スケジュール法の候補

となる．図 4.5 に示すように，平均ページ要求頻度が大きい場合は SQ 法が，小さい場合は

FIFO 法が優れている． 
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図 4.5  SQ 法と FIFO 法の待ち時間の比較 

Fig.4.5  Comparison of SQ method with FIF0 method 

 

４．２．３ プッシュ型通信とプル型通信の併用方式 

要求頻度により，適切なスケジュール方法が異なるのであれば，ページの要求頻度に応

じたスケジュール手法を併用することが考えられる． 平均要求頻度が大きい順に各ページ

を並べ，平均要求頻度が大きいページをプッシュ型通信（SQ 法）で，小さいページをプル

型通信（FIFO 法）で送信する．下り通信の帯域をプッシュ型通信のタイムスロットとプル

型通信のタイムスロットに分ける． 図 4.6 は，平均ページ要求頻度が 4.5 の場合に，プッ

シュ型出力ページ数を 100 ページ単位に 0～1000（プル型出力ページ数は 1000～0）に変

化させ，プッシュ型通信とプル型通信の出力配分比を 0.1 単位に 0～1 に変化させた場合の
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平均待ち時間を示したものである．プッシュ型通信のページ数を 100 ページ（プル型通信

は 900 ページ）とし，プッシュ型通信とプル型通信の出力帯域の配分を 30%対 70%とした

場合に，待ち時間が試験ケースのなかではもっとも小さいことを示している． 

プッシュ型通信

帯域比率

150

200

250

300

350

400

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

プッシュ型通信出力ページ数

待

ち
時

間

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

図 4.6 プッシュ型通信（SQ 法）とプル型通信（FIFO 法）との併用法による待ち時間 

Fig.4.6  Waiting time with combined use of SQ method and FIFO method 

 

４．２．４ プル型通信における上り通信の負荷の影響 

4.2.3 節の検討ではプル型通信における上り通信の負荷については無視した．しかし，現

実には上り通信の通信負荷を無視できない場合がある．また，上り通信の帯域自体を無視

することができても，大きい頻度で出力されるデータをクライアントがわざわざ要求する

メッセージを発信することは，クライアントにとって余分な負担となり，避けることが望

ましい[Stat97]．そのため，上り通信の負荷を通信帯域を負担するという形で表し，プル型

通信における上り通信の負荷の影響について検討する．単位時間あたりの要求メッセージ

数から上り通信に必要な帯域を確保し，残りの帯域を下り通信に配分するものとする．現

実の運用形態では上り通信と下り通信の通信メディアは通常は異なると考えられるが，上

り通信帯域使用のペナルティを表わしやすくするため，この前提を置いたものである．ク

ライアントがプル型通信で要求を発生するとき，上り通信の時間帯を確保してサーバに要

求を上げる．厳密には同時に複数のクライアントからの要求の衝突が発生する事象など上

り通信についても解析が必要であるが，本研究の検討範囲を絞るため，簡略的に衝突によ
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る上り通信帯域の損失も含めて平均的に 1 つの要求メッセージを送信するのに必要な時間

を一定と仮定し，その時間を 1 サブタイムスロットと呼ぶこととし，subts で示す． 上り

通信に必要な帯域を pullband とすると 

pullband p subts tsii xpush

m
= ⋅

=∑ <       (4.1) 

でなければ，プル型通信を行うことはできない．また，このとき，１ページの出力可能時

間あたりの要求頻度は pullband／subts となる．さらに，プッシュ型のページｉが periodi

ページ毎に出力されるとすると，出力周期は ts×periodi／(ts－pullband)となる．図 4.7 は

ts に対する subts の比が 0，0.2，0.5，1 の各々についてプル型の FIFO 法とプッシュ型の

SQ 法でデータ提供を行った場合の待ち時間をシミュレーションにより算出した結果を示

したものである．ts と subts との比を除き，実験条件は図 4.3 の場合と同じである．ts に

対する subts の比が小さいことは，ページ要求の上り通信メッセージ長に対して下り通信の

ページ長が大きいことを示し，ts に対する subts の比が大きいことはその逆を示す． 図よ

り，subts が無視できない場合はプル型通信でスケジュール可能な平均要求頻度には限界が

あることを示している．また，ts に対する subts の比が大きくなるにつれて，プッシュ型

通信（SQ 法）とプル型通信（FIFO 法）のいずれが有利であるかの分界点が，要求頻度の

小さい方向に向かっている． 
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図 4.7  上り通信の負荷の負荷を考慮した場合の待ち時間（FIFO 法／SQ 法） 

Fig.4.7 Waiting time with upstream communication load (FIFO and SQ methods) 
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４．２．５ プッシュ型通信とプル型通信の動的統合方式 

プッシュ型通信とプル型通信の併用方式が有効な場合で，プル型通信出力の平均要求頻

度が出力帯域全体のページ出力処理能力よりある程度小さい場合は，プッシュ型通信とプ

ル型通信の動的統合方式が有効である．併用方式がプッシュ型通信とプル型通信の帯域を

予め固定的に割り付け，各々の通信はその帯域内で出力スケジュールを定めるのに対し，

動的統合方式は，プル型通信に割り付けられたページの出力要求が存在する場合はプル型

通信のページを出力し，プル型通信の出力ページがなくなればプッシュ型通信のページを

出力するものである．図 4.8 に併用方式と統合方式の相違を示す． 図 4.9 は ts と subts の

比が 1：0.5 で，1ts あたりの要求頻度が 1.5 とした条件下におけるプッシュ型通信とプル型

通信の併用方式と動的統合方式の待ち時間を比較したものである．併用方式の場合は 100

ページ単位でプッシュ型通信のページ数とプル型通信のページ数を割り付けた場合を試算

し，プッシュ型通信とプル型通信の帯域の比を 10%単位で変化させ，そのなかの最適値を

選んでいる．図は動的統合方式が併用方式よりも効率が良いことを示している．この理由

は，併用方式の場合は，与えられたプル型出力の帯域を利用してプル型通信の出力を行う

のに対し，動的統合方式の場合は同じ要求頻度であっても，全帯域を利用してプル型通信

の出力を行うため，待ち行列の平均的長さが短くなるためである．一方プッシュ型通信の

帯域はプル型通信に必要な帯域の残りであり，併用方式と同様の帯域確保が期待できるた

め，待ち時間の長さは併用方式とほとんど変わらない． ただし，プル型通信出力の平均要

求頻度が出力帯域全体の能力を越えるとき，併用方式の場合は，全ての要求に個別に対応

することをせず，複数の要求に対してまとめて応答する形となるが，動的統合方式の場合

は帯域全てをプル型通信出力に使い切ってしまう．このため，動的統合方式はプル型通信

方式と同じとなってしまい，プッシュ型通信のページの出力ができなくなる．動的統合方

式が併用方式より効果を上げるためには，プル型通信ページの要求がある程度小さくなけ

ればならない．また，プル型通信の出力ページ数がある範囲内で全体出力ページ数に対し

て一定の比率を超えた場合は，プッシュ型を優先させる方法により，併用型の利点を残し

つつ統合型を生かす方法などが考えられる． 
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図 4.8 プッシュ型通信とプル型通信の併用型と統合型 

Fig. 4.8 Combine use and Integrated use in push-pull communications 

  

図 4.9  プッシュ型通信とプル型通信の併用法と動的統合法の比較 

Fig.4.9  Comparison of combined use with integrated use in push-pull communication 

 

なお，動的統合方式において，プッシュ型通信で出力するページ数が極めて少なく，か

つプッシュ型通信の受信クライアント数が大きい場合は，プッシュ型通信の平均待ち時間

は単純に周期の半分と想定することができず，それよりも悪くなる．動的統合方式ではプ

ル型通信出力を優先するため，プッシュ型通信ページの出力間隔は変動する．クライアン

トのデータの要求の発生はランダムであると仮定したので，ページの出力間隔が変動する
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と，出力間隔が大きい場合には，その間隔の時間のデータ要求発生頻度が大きく，出力間

隔の小さい場合にはデータ要求発生頻度が小さいので，平均放送間隔が同じであっても，

周期が変動する場合の受信者の平均待ち時間は，固定周期の場合よりも大きい．ページｉ

がプッシュ型通信で出力されており，その間隔を spaniとする．あるタイミングｊにおいて，

間隔の変動を vijとする．平均待ち時間 waitiは以下の式で示される． 

wait
span v

span
span span v v

span
span v

spani
i ij

i

i i ij ij

i

i ij

i

=
+

⋅
=

+ ⋅ ⋅ +

⋅
= +

⋅
∑ ∑∑ ∑( )2 2 2

2
2

2 2

2

2
  (4.2) 

動的統合方式の間隔の変動 vijは，プル型通信におけるチャネル利用率により影響される．

シミュレーションにより，プッシュ型通信の出力間隔とプル型通信のチャネル利用率から

得られるプッシュ型通信の平均待ち時間を算出した結果を示したものが，図 4.10 である．

プッシュ型通信の出力間隔が固定であるとした場合の平均待ち時間を基準値としてチャネ

ル利用率別に正規化を行う．プッシュ型通信に必要な帯域は 50%とする． X 軸は，プッシ

ュ型通信で出力される総ページ数を示している．Y 軸は，基準値に対して，相対的遅延時間

を示したものである．ρ（プル型通信の要求頻度）が 0.25～0.45 の場合を示している．こ

の図から．プッシュ型通信の総ページ数が多く出力間隔が長い場合には出力間隔の変動は

ほとんど無視できることが判明する．しかし，プル型通信のチャネル利用率が大きい場合

は，プル型通信の出力が不要なタイムスロットの出現間隔のばらつきが大きくなり，その

ときプッシュ型通信のページ数が少なければ，同じページの出力間隔のばらつきが大きく

なる．そのため，固定周期に比べて平均待ち時間が長くなることを示している．例えば，

ρ=0.4 とし，プッシュ型通信のページ数を 2 とする．プッシュ型通信は平均して 5ts に 1

回の出力が可能であるから，あるプッシュ型出力ページに注目すれば，平均して 10ts に 1

回に出力されることになる．しかし，出力間隔のばらつきが大きいため，10ts 毎に固定的

に出力される場合（平均待ち時間は 5ts）に比べて 3 倍弱の 14ts の平均待ち時間を生じる

ことを意味している．このように，提供するデータの一部のみ繰り返し放送が多いシステ

ムとして，気象情報の提供システムを例に挙げる．全般の概況的気象情報を必要とするク

ライアント利用者が多いので，サーバは全般の気象概況を繰り返し短い間隔でプッシュ型

で出力する．一方スポット的な特定の地域気象情報は要求頻度が小さいのでプル型で出力

する．このような場合に，動的な統合型通信はかえってプッシュ型の平均待ち時間を増加

させてしまう．プッシュ型通信とプル型通信の帯域を固定的に分ける方が望ましい． 
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図 4.10 帯域統合におけるプッシュ型通信の相対待ち時間 

Fig.4.10 Relative waiting time of the push based communication by  integrated use of 

push-pull communications. 

 

４． ３ 出力データ可変モデル 

 

４．３．１ モデルの概要 

サーバからクライアントに提供するページのコンテンツが更新される場合を検討する．

サーバはデータの中継局の役割を果たす． サーバは外部の情報源からオンラインないしは

オフラインで最新情報を入手し，サーバ提供のページの形に編集し，域内のクライアント

に放送する．更新されたコンテンツを受信するクライアントの対応には以下の 3 種類があ

り，それが混在することが考えられる．  

①クライアント利用者がページのコンテンツを得ることを欲したときから，クライアント

は受信を開始し，利用者は当該のデータを得るまで受信を待ち受ける． 目的ページを得

ればクライアントは受信を打ち切る． この場合，個々のクライアントの待ち時間は，3

章で述べた出力データ固定モデルの場合と変わらない． 

②最初の受信開始のとき，クライアントは，当該のページを得るまで受信を続けて，待ち

受ける．目的ページを得れば，クライアントは待ち受けを中断する．しかしクライアン
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トはその後も，そのページに関する最新コンテンツを入手するため，継続して受信を行

ない，自己のローカルファイルに受信したデータを格納しておく．クライアント利用者

は，コンテンツを利用するときにローカルファイルから読み出して参照する． 

③クライアントは常時受信状態にしておいて受信した最新コンテンツの更新登録を行う． 

クライアント利用者は随時登録データの参照を行う． 

このモデルにおいて，クライアント利用者に望ましい評価要素として２つある．ひとつ

は，3 章と同様に待ち受け開始から目的データ受信までの待ち時間である．上り通信の帯域

に余裕があれば，プル型通信により，クライアント利用者の意向を正確に反映させて出力

データを選択するのが望ましい． もうひとつは，遅延時間である．クライアント利用者が

できる限り新しい情報を参照できる確率を高めるためには，更新されたコンテンツは速や

かに出力されることが望ましく，全体の利益を考えれば，参照頻度の大きいページは早く

出力することが望ましい． また，クライアントからのページ要求に拘わらず，コンテンツ

更新を契機としてページをクライアントに伝送するのであるから，サーバはプッシュ型通

信でデータを伝えれば良い．  

この 2 つの評価要素は同列に論じられない． 待ち時間を短くするか遅延時間を短くする

かいずれを重視するかは，利用者の価値判断により異なる．常時受信状態のクライアント

数と最初の 1 回めのデータ受信を行おうとしているクライアント数の比によっても評価要

素は異なる． しかし，ここではあえていくつかの評価係数を設定して，両者のバランスを

とるプッシュ型通信とプル型通信の動的統合方式を検討する． 

  プッシュ型通信ページのコンテンツ更新の形態として，更新がランダムに発生する場合

と定期的に発生する場合とが考えられる．このうちコンテンツ更新発生がランダムの場合

は，コンテンツ更新発生によるページ要求をある評価係数で換算したクライアント数から

のページ要求とみなせば，ランダムなタイミングでプル型通信によるページ要求に対して，

最適ページ出力のスケジュールを設定する課題に帰着する．この課題は，3.2 節で述べたよ

うに計算負荷を無視すれば LWF 法が優れていることが判明している． 

コンテンツ更新が定期的に発生する場合で，最も遅延が少なく効率的なのは，コンテン

ツ更新とプッシュ型通信が同期する場合である．例えば，親局から送られてくるデータを

子放送局（サーバ）が中継し，その領域に放送するようなケースである．しかし，場合に

より更新データが間欠的に発生するケースがある．サーバの複数のページが同時に更新さ
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れる．サーバが親局から定期的に，放送よりも広い帯域やオフライン媒体でデータを受信

したり，サーバが個別に収集したデータを単位時間ごとに編集して，新しい情報としてク

ライアントに出力したりする場合である．例えば，証券取引所から株価情報を高速回線で

バッチ処理として定期的にサーバに送付してくる．サーバは低速の無線放送にて域内のク

ライアントに株価データを放送するといったケースである（図 4.11 参照）．本研究では典型

例として，定期的に全ページが一斉に更新される場合を想定する．更新データのみを考え

た場合，当該ページを受信しているクライアントの数が多いページから出力すれば，クラ

イアント利用者が最新データを参照する確率がもっとも高くなる．定期的に各ページの更

新データが外部システムよりサーバに送られてくる間隔を cycle とする．クライアントが自

己のローカルファイルを参照したときに最新データが得られる確率を newrate とすると以

下の式(4.3)で得られる． 

newrate
k q

cycle q
kk

m

kk

m= −
⋅

⋅
=

=

∑
∑

1 1

1

       (4.3) 

なお， でなければ，更新データを全て出力することはできない．サーバへのデー

タ入力帯域より出力帯域が狭いとしても，出力帯域はできるだけ広いほど，クライアント

は最新データを得られる確率が高くなる． 

cycle m≥
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図 4.11  更新データの中継放送 

Fig. 4.11 Relay broadcast of updated data 
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４．３．２  併用型と統合型の比較 

クライアントは最初に求めるページを受信するために，そのページの出力要求をサーバ

に対して行い，サーバは要求に対応してページ出力をプル型通信で行う．サーバは，デー

タ更新されたページを出力する場合はプッシュ型通信で行う．このようなモデルを想定し

て，出力データが可変な場合のプッシュ型通信とプル型通信の動的統合モデルについて検

討する．  4.2 節に述べたように最初にデータを受信する場合でもプル型通信のみでなく，

意識的にプッシュ型出力を併用した場合が効率的であるケースも存在するが，省略する．

全ページ数を 1000 ページとし，各ページの一斉更新間隔を 2000ts とする．一斉更新のデ

ータを受け取ったサーバは，プッシュ型通信の出力時間帯に受信者数の多いページから順

次出力を行う． プル型出力の各ページの平均要求頻度は 0.2／ts とし，θ=1 の Zipf 分布に

従うとする．また，各ページの更新データを受信するクライアントの比率はプル型出力の

各ページの平均要求頻度に比例するものとする．まず，出力帯域をプッシュ型通信とプル

型通信に固定的に分離し，各々の帯域で対応する通信方式を利用する併用型を試算する．

プッシュ型の帯域の比率を 50%から 95%，プル型の比率を 5%から 50%に変化させる．こ

の条件にてシミュレーションを行い，プッシュ型通信の遅延時間とプル型通信の待ち時間

を求める．サーバのコンテンツの一斉更新後，あるページについてプル型通信で出力され

た時刻がプッシュ型通信で出力される時刻よりも前であれば，そのページの遅延時間はデ

ータ更新時からプル型通信のページ出力までの時間とみなす．プッシュ型通信で出力され

たページについても，そのページを初期受信のため待ち受けているクライアント利用者に

とっては，初期受信が完了したことになる．このプッシュ型通信／プル型通信の遅延時間

／待ち時間の結果について，それぞれ重みを与えて加えた時間を評価係数として算出する．

重みの与え方により最適配分比率は異なる．（図 4.12 参照） 

この方式には改善の余地がある．プッシュ型通信の必要帯域を全体の 50%と仮定したの

で，50%を超えて帯域を割り当てると，残りの帯域には何も出力されない．そのため，プッ

シュ型通信データを一通り出力した後，次のサーバ一斉データ更新のタイミングまでの間，

剰余プッシュ型通信の帯域をプル型通信に割り当てることが考えられる．次に，プッシュ

型通信とプル型通信を動的に統合する方式が考えられる．併用型に比べて動的統合方式へ

の方式変更点は以下のとおりである． 
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図 4.12 プッシュ型通信とプル型通信の併用方式による時間評価点 

Fig.4.12 Evaluation points by combined use of push and pull based communication 

 

① プッシュ型通信で出力すべきとプル型通信で出力すべきページが両方存在すればプル

型通信のページを優先する． 

② ただし，全ページの一斉更新間隔を監視し，一斉更新の時刻までの時間が，プッシュ型

通信で残る全てのページを出力する時間と等しくなったとき，プッシュ型通信を優先し

て出力する． 

③ 全ページの一斉更新間隔の間にあるページについてプッシュ型通信よりも先にプル型

通信による出力が行われた場合には，そのページについてのプッシュ型通信は行わない． 

この原則の設定により，プル型通信の観点からは，プル型通信に与えられた帯域がプル型

として専用に割り付けられた帯域から，全出力帯域に広がることになり，待ち行列理論の

法則から，プル型通信の遅延時間は大幅に減少する．一方，遅延時間の観点から見ると，

プッシュ型通信は，プル型通信を優先することによる遅延の増大とプル型通信の余剰帯域

の利用による遅延の減少の相反する要素がある．以下の条件における遅延時間をシミュレ

ーションにより試算する．プッシュ型通信のデータ更新頻度は均して 2ts に１ページの発生

があるとする．このとき，更新データは batch*2ts おきに batch ページ分がまとめて発生

するものとする．このとき，プッシュ型通信とプル型通信の帯域が分離されている併用型
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を採用した場合と，両者の帯域を統合した場合とを比較する．batch（まとめて発生するペ

ージ数）を 1～26，データの要求頻度はρ=0～0.4 の各々の組み合わせについて試算する．

この結果を図 4.13 に示す． 図において，X 軸は batch である．Y 軸は併用型に比べて統合

した場合のプッシュ型通信相対遅延時間をタイムスロット単位で表したものである．デー

タ更新がまとめて発生する場合，そのまとめの単位が大きければ，帯域統合を行うとプッ

シュ型通信とプル型通信の双方に利益がある．まとめの単位が小さく，プル型通信の負荷

が高い場合は，プッシュ型通信の遅延は増大することがある． 
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図 4.13 まとめ更新の単位による相対遅延時間 

Fig.4.13 Relative latency time to batch unit 

 

次に考えられるのは，プッシュ型通信で出力するページは受信クライアント数が多い順に

出力するため，あるページ数まではプッシュ型を優先して出力すれば全体として効率が上

がらないかという点である．そのため，以下のルールを追加する． 

④ページの一斉更新後，一定のページ数まではプッシュ型通信を優先して出力する． 
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図 4.14  各方式による時間評価点（ρ=0.2） 

Fig.4.14  Evaluation points by each methods（ρ=0.2） 
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図 4.15  各方式による時間評価点（ρ=0.5） 

Fig.4.15  Evaluation points by each methods（ρ=0.5） 

 

  図 4.14 は図 4.12 における最も良いプッシュ型通信とプル型通信の帯域比の場合，同じ条

件でプッシュ型通信の余剰帯域をプル型通信に割り当てた場合，動的統合方式においてプ

ッシュ型通信を優先するページ数を 0，10，50，100 とした場合を比較したものである．評
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価係数において，プッシュ型通信優先ページ数をゼロとした動的統合方式がもっとも優れ

ていることが判断できる．図 4.15 はプル型出力の各ページの平均要求頻度を 1.0／ts とし

た場合の評価係数を示している．プル型通信の要求数が帯域より大きい．この場合，プッ

シュ型通信の比重が大きい場合は，プッシュ型通信を優先して出力する方式が，プル型通

信の比重が大きい場合はプル型通信を優先する動的統合方式の効果が大きいことを示して

いる． 

 

４．３．３ プル型通信優先への制約 

前節では，プッシュ型通信とプル型通信の併用型と統合型の比較において，統合型におい

てはバッチ周期の最初と最後を除いてプル型通信を優先した．しかし，出力データ固定モ

デルにおいては，図 4.10 に示したようにプッシュ型通信の間隔のばらつきは平均待ち時間

の増大を招く．また，出力データ可変モデルにおいては，プッシュ型通信を受信している

クライアントにとって更新データの入手期限が保証されていなければ，計画的なデータの

利用ができない場合がある．そのため，プッシュ型通信の出力間隔や遅延を，一定以内に

制限をかける方式を提案する．まず，出力データ固定モデルについて考察する． 

出力データを，プッシュ型通信かプル型通信のいずれから選択するかの基準は次のとおり

とする． 

step1:プル型通信データが存在する場合，何回連続してプル型通信データを出力していたか

を調べる． 

step2:プル型通信ページの連続数が，プッシュ型通信の平均間隔の k（プル型通信連続出力

制限定数）倍以下であれば，プル型通信データを選択して出力する． 

step3:k 倍に達していれば，プッシュ型通信データを優先して出力する． 

step4:プル型通信データが存在しない場合は，プッシュ型通信データが存在すれば出力する． 

step5:両方ともに出力すべきデータが存在しなければ，そのタイミングでは何も出力しない． 

プッシュ型通信送信間隔が特に不安定になる場合を例に挙げる． 帯域統合型における条件

で，θ=2.0，ρ＝2.0，k=1～5，10 の場合を試算した．結果が図 4.16 である．総ページ数

は 100 とする．X 軸はプッシュ型で出力するページ数，Y 軸は平均待ち時間である．図か

らプッシュ型通信ページ数が 2 ページの場合に最も待ち時間が少ないことは判断できる．

また,図では判別困難であるがプル型通信連続出力制限定数 k=1 と k＝5 の場合がほとんど
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重なっている．k による差異は図 4.16 では判読困難であるので,プッシュ型通信ページ数が

2 ページの場合のおける k の値と待ち時間との関係を図 4.17 に示す．k＝2 の場合に最も待

ち時間が少ないのでプル型通信の連続出力制約の効果は存在することが判断できる． 
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図 4.16 プル型通信に制約をかけた場合の平均待ち時間(1) 

Fig.4.16 Average waiting time with limited pull priority(1) 
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4.17 プル型通信に制約をかけた場合の平均待ち時間(2) 

Fig.4.17 Average waiting time with limited pull priority(2) 

 

出力データ可変モデルの場合は，プッシュ型通信データの滞留数で制約する． 

step1:プル型通信データが存在する場合，プッシュ型通信データが，この回の出力も含め，

何ページ滞留することになるかを調べる． 

step2:滞留ページ数がシステムで定めた保証値未満であれば，プル型通信データを選択して

出力する． 

step3:保証値に達していれば，プッシュ型通信データを優先して出力する． 

step4:プル型通信データが存在しない場合は，プッシュ型通信データが存在すれば出力する． 

step5:両方ともに出力すべきデータが存在しなければ，そのタイミングでは何も出力しない． 

図 4.18 は，図 4.13 と同じ帯域とデータ要求頻度の条件でプッシュ型通信の滞留制限ペー

ジ数を制限した場合の，帯域分離型と比較して帯域統合型の待ちが減少する時間を示した

ものである．制限を加えればプッシュ型通信の最大遅延時間は小さくなるが，プル型通信

の待ち時間の改善も小さくなる．どこまで制限するかはプッシュ型通信の遅延許容時間と

プル型通信の待ち時間とのトレードオフで決めることとなる． 
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図 4.18 プッシュ型通信遅延保証時間とプル型通信待ち時間の関係 

Fig.4.18 Relation of push latency assurance time and pull waiting time 

 

4.3.4．プッシュ型通信の揺らぎによる出力時期の予測困難性と対策 

  プッシュ型通信とプル型通信の帯域を統合し，プル型通信をプッシュ型通信に優先させ

ることは，プル型通信の応答時間の削減と，場合によってはプッシュ型通信の遅延時間の

減少にも効果がある．しかし，帯域統合の代償としてプッシュ型通信における各ページの

出力時刻が不安定になる．出力データ可変モデルにおいては，クライアントが携帯端末で

あり，必要とするページのみを受信しその他のデータが出力される時間帯は休眠したい場

合には，プッシュ型通信における目的ページの出力時刻の揺らぎは望ましくない． 

出力されるプッシュ型通信とプル型通信の各ページにプッシュ型通信の滞留ページ数

(Qpush)とプル型通信の滞留ページ数(Qpull)と，プッシュ型通信の最新ページ番号の情報を付

加する．また，データ更新のページ更新周期を PD とする．また，最大滞留プッシュ型通信

ページ数を Mpushとする． 

step1：目的ページを受信したとき，次の目的ページの出力時刻で最も早いのは，遅延が吸

収された場合であるので，次の目的ページまでの距離（ページ数）が最も短い場合を WPAGE

とすると，式(4.4)で得られる． 

)       (4.4) WPAGE PD Q Qpush pull= − +(

step2：その時点の目的ページまでのプッシュ型通信残ページ数を Rpush とする．目的ペー

 87 



ジに達していなければ，WPAGE は以下のように得る．プッシュ型通信滞留ページ数の制

約がない場合は，プッシュ型通信の残ページ数とプル型通信の滞留ページ数の和である．

制約がある場合は，プッシュ型通信滞留ページ数が制約数に達し，以後プッシュ型通信の

ページが更新される毎にプッシュ型通信を優先して出力する場合が最短距離である場合も

あるので式(4.5)より得る．なお，最大滞留数の制約がない場合は Mpushを無限大と考えれば，

式(4.5)が成立する． 

WPAGE
M Q R B B

B
Q Rpush push push push pull

push
pull push=

− + ⋅ +
+

⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟min

( ) ( )
,     (4.5) 

これを繰り返せば目的ページに達する． Bpush=Bpull=0.5 ページ／タイムスロットとし，

ρ=0.8～0.2 についてシミュレーションにて評価した結果を図 4.19 に示す． X 軸はプッシ

ュ型通信の最大滞留の制約数，Y 軸は受信回数を示す． 帯域使用率の負荷が高い場合に，

最大滞留ページ数の制約の影響がわずかにあるが，平均して 3 回以下の比較的少ない受信

回数で目的ページに達するので，揺らぎは出力時期予測に対して大きな制約とはならない

ことが判明する． 
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図 4.19 プッシュ型通信における遅延保証時間と受信回数 

Fig.4.19 Relation of maximum push latency assurance time and access times 
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図 4.18，4.19 の実験においては，プッシュ型通信の帯域に対する負荷を例として 50%の

場合に限定した．プッシュ型通信がプル型通信に対する比重がいろいろと異なる場合につ

いて考察を付記する．図 4.20 はプッシュ型通信とプル型通信の合計帯域負荷を 0.9 とし，

最大滞留数の制約はなしとし，両者の比重を変えた場合のプル型通信の待ち時間と目的ペ

ージ取得までの平均受信回数である．X 軸はプッシュ型通信負荷である．Ｙ軸は受信回数な

らびにプル型通信の待ち時間である．プッシュ型通信負荷の比重が小さい場合は受信回数

が多い．かつ，プル型通信の待ち時間も比較的大きい．本提案で示したプッシュ型通信と

プル型通信の統合は，プッシュ型通信の比重が大きければ効果が大きく，小さければ効果

が小さいことを示している． 
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図 4.20 プッシュ型通信遅延時間比と待ち時間／受信回数 

Fig.4.20 Rate of pushed type latency and waiting time／access times 
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 90 

４．４ 結言 

サーバからクライアントにデータを提供する方法としてプッシュ型通信とプル型通信が

ある．無線を用いてサーバから無線覆域内のクライアントにデータを提供するとき，プッ

シュ型通信およびプル型の下り通信のいずれも放送として全クライアントに同じデータを

同時に提供できる．サーバから提供データの内容が変化しない場合において，上り通信の

負荷について考慮しないで済むときは，理論的にはプル型通信がプッシュ型通信よりも待

ち時間が小さいスケジュールを組むことが可能である．しかし，プル型通信のなかで最適

スケジュールを計算するための演算負荷，上り通信の帯域の必要性や上り通信の負荷を無

視できないときは，プッシュ型通信が有効となる場合もある．両者の通信方式を最適な割

合で組み合わせる併用方式を採用すれば，それぞれ単独の通信方式を採用するよりも全体

としての待ち時間の効率が上がる． さらに，クライアントからのページ要求頻度がある範

囲に入る場合に限られるが，動的にプッシュ型通信とプル型通信を統合する方式が併用方

式よりもさらに効果を上げる． 

また，サーバのデータをまとめて更新する場合，サーバにおける更新から出力までの遅

延時間とクライアントにおける待ち受け開始から受信までの待ち時間の両方の要素があり，

両者のいずれを重視するかにより結果は一律ではないが，一般に動的統合方式が優れてい

ることを示した． 

 

 



第５章 
 

高信頼型並列放送方式 
 

本章においては，並列放送の概念を示し，並列放送における信頼性が向上するスケジュ

ーリング手法について提案する．また，信頼性と実受信時間との関連についても検討する． 

 

５．１  緒言 

 

一般に機器やシステムの信頼性を上げる手法として，構成要素そのものの信頼性を上げ

ることが必要であるが，要求される信頼性を確保するために必要な個々の構成要素の信頼

性を確保することは，技術的・コスト的に難しい場合がある．その場合に信頼性を向上さ

せる手法として構成要素を冗長化することが挙げられる［野中 90］． 本章では無線データ

放送における信頼性の向上の側面について検討する．個々の要素の信頼性向上策は本研究

の対象外とし，システム的に冗長化手法を採用して信頼性を上げる方法について検証を行

う． 通信に冗長化手法による信頼性向上策を適用すると次の手法が考えられる． 第 1 に，

再送手法である．通信データをいくつかのブロックに分け，受信側で受信できなかったブ

ロックについて送信側に再送要求を送り，送信側は要求があったページのみを再送するも

のである．HDLC 手順や BSC 手順など，代表的な通信手順はこの手順である．正常に送信

できなかった部分のみ再送を行うので転送効率が良い．障害が発生してから代替手段（こ

の場合は時間的冗長）を講じるのでコールドスタンバイ手法と分類することができる．第 2

に周波数ダイバーシティなどの並列通信手法である．同じ情報を並行して複数のルートか

ら送信する．いずれか一方の通信に失敗しても，他方の通信に成功していれば，目的を達

する． 時間的に１回の通信でデータを送ることができる．結果的に必要が生じなくても常

に冗長構成を動作させているのでホットスタンバイ手法に分類することができる．第 3 に

伝送データの一部に障害が発生しても復元可能とするコードを付加して送信する前方向誤

り訂正手法（FEC: Forward Error Correcting）がある．ひとつのチャネルのなかに復元コ

ードを含んでいるので，再送手法のように時間遅れが発生せず，かつ並列手法のように複

数のチャネルを必要とせず，効率が良い． この手法もホットスタンバイに分類することが
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できる． 

しかし，無線データ放送の場合，このいずれの手法にも難点がある．第 1 に再送手法の

場合に次の問題がある．クライアントから送信サーバへ上りの通信路を確保せねばならず，

放送型の利点である一方的放送による簡便化と帯域の節約という目的を損ねる．また，放

送を受信している多数のクライアントのうち，受信を失敗した一部のクライアントのため

だけにデータを再放送することは，放送全体の効率を落とし，そのスケジュールを狂わせ

ることになる．第 2 に並列通信手法の場合に次の問題がある．有線通信の場合，並列通信

を行う経路の各チャネル相互の相関関係を小さくすることは比較的容易であり，チャネル

効率を別にすれば並列転送は有効である．しかし，無線通信の場合，チャネル相互間の因

果関係を無視することはできない．各チャネルの周波数が異なっていても，シャドウイン

グなどの要因により全てのチャネルが正常に通信ができない事態を生ずる可能性がある． 

第 3 に FEC 手法には次の問題点がある．単一のチャネルを用いて通信を行う場合，そのチ

ャネル自体が障害となれば，通信ができなくなってしまう．また，長期間のバーストエラ

ーが発生すれば，FEC 手法で障害回復を図るのは困難である．そのため，無線データ放送

においては，送信サーバは同じ種類の情報を繰り返し放送し，放送内容を正しく受信でき

なかったクライアントは，再放送されるまで待って目的とする情報を得る手法が，一般的

である．しかし，この方法ではクライアントが目的データを得るまでの待ち時間が長くな

る．本章では，これらの各手法の問題点を解決し，信頼性があり，かつデータの取得が早

いデータ放送スケジュール手法を検討し，提案を行う． 

  本章で提案する手法は，複数周波数（チャネル）を用いて複数の情報を並列に放送する．

その環境において，周波数浪費を軽減しつつ放送の信頼性を上げ，再放送待ちを軽減する．

本章においては，通信障害を，個々の通信チャネルのランダム誤り，チャネルに共通な時

間的誤り，チャネル固有のバースト誤りに分ける．時間誤り，チャネル固有の誤りによる

通信データの伝送不能を防ぐため，放送データのチャネルと時間の組み合わせ変更により，

全体として通信障害を軽減する手法を提案する． 

そのため，磁気ディスクの効率的な冗長化手法である RAID（Redundant Arrays of 

Independent Disks）の手法を放送スケジュールに適用することを検討した．磁気ディスク

における RAID では，RAID0 が冗長度なし，RAID1 が同じ情報を二重に持つミラーディ

スク手法，RAID2 はハミングコードを使用したデータ修復手法，RAID3 はデータをストラ
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イプ化してパリティディスクを用いる手法，RAID4 はストライプ化するデータの単位を論

理ブロックと同じとする手法，RAID5 はパリティブロックを各ディスクに分散させる手法

である［平塚 95］．放送に RAID の概念を応用する方法とし，ひとつの放送チャネルをひ

とつの固定ディスクとみなし，放送チャネル間の補完により，信頼性を向上させる手法を

採用する．本研究では特に RAID0，1，4，5 を想定した．なお，本章では，送信サーバの

放送スケジュールはクライアントで既知であることを前提とした．図 5.1 に並列放送システ

ムの構成概念を示す． 

 

 

 

 

 

 

放送局 
多重放送チャネル 

(データサーバ) 

 

 

 

 

 
クライアント クライアント 

 
（多重チャネル受信） （1 チャネル受信） 

 

図 5.1RAID 型放送システム 

Fig.5.1 RAID type broadcast system 

 

５．２  放送手法 

 

 一般にクライアントが移動端末であるとすると，複数のチャネルを同時に受信できる機

能を持たせることは経済的でない．一時点に１チャネルのみを受信し，必要に応じチャネ

ルを切り換えるのが適当である．しかし，例えば，航空機をクライアントとみなし，地上

局から運航に関する無線情報を受信する場合を想定すれば，必ずしも同時に複数のチャネ
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ルを受信することは困難ではない．従って，本研究では，クライアントが一つのチャネル

のみ受信可能なケースと複数のチャネルが受信可能なケースの双方について検討するもの

とする． 

放送されるデータはページ単位とする．放送データはページ単位でブロック符号，畳込み

符号などの手法により，信頼性が上げられているものとする．それらの手段によってデー

タの復元ができない場合でも，そのページが異常であることをクライアントが検出できる

ものとする．この前提で，既存のデータ放送の各手法と提案する RAID 型スケジュール手

法について，信頼性と通信効率を検討する． 

本章で用いるパラメータを以下のとおり定義する． 

・ Fijk：ｋチャネルを同時に受信しているとして，手法ｉを用いたとき，ｊ回の受信を行っ

ても，単位区間の対象データを正しく受信することに失敗する確率である． 

・ Rijk：ｋチャネルを同時に受信しているとして，手法ｉを用いてｊ回の受信を行ったとき，

単位区間の対象データを正しく受信することに成功する確率である．Rijk=1-Fijk 

・ Fc：そのチャネル特有の障害の発生確率である．送受信機の障害，フェージングなどによ

り，補正不能な長期間の障害などをチャネル特有の障害とする． 

・ Rc：チャネル特有障害非発生率である．Rc=1-Fc 

・ Ft：ページ受信単位時間帯における全チャネルに共通の原因で障害となる確率とする． 

・ Rt：ページ受信単位時間帯における障害非発生率である．Rt=1-Ft  

・ Fr：あるページ送信で他のチャネルや時間帯と無相関に発生するランダム誤りの確率とす

る． 

・ Rr：ランダム障害非発生率である．Rr=1-Fr  

・ CEi：手法ｉの通信効率を示す． 

・ m：評価の対象とする一連の総ページ数である． 

・ n：補正を行う場合，補正の単位とするページ数である．n ページに１ページのパリティ

ページを加えて補正する． 

・ cc：チャネル切り換え時間とする．１ページ放送に対する比で示す． 

・ burst：本研究では複数のページから障害となったページのデータを復元する手法，また

は同じページのデータを再受信することにより復元する方法を提案しているが，ページ

をまたがりバーストエラーが発生すると，同時に複数のページが障害となる．そのため，
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インターリーブ手法により，復元のためのページのグループ化の対象または，同一内容

のページの配置を離す必要がある．その距離を burst ページおきとする．起こり得るバー

ストエラーの長さがburst－1ページ以下となるようburstを定めるものとする．例えば，

バーストエラーの長さが１ページ以下であれば burst=2 とする．なお，後述する信頼性

の計算において，各ページの障害発生確率は独立と仮定しているが，バーストエラーを

考慮すると各ページの障害発生の確率は必ずしも独立とは限らない．しかし，本章にお

いては簡略化して信頼性計算を行うため，各ページの障害発生率は独立と仮定して計算

している． 

  各ページを正しく受信できるか否かの信頼性の要素は Rc，Rt，Rrの３つから成るものと

する．以下に補正の各手法を挙げる． 

 

５．２．１ 無補正手法（手法 0） 

特に補正を行わない．例えば，気象画像などのイメージデータを放送する場合，データの

欠落は致命傷とならないので，一定以上の信頼性があれば無補正でもかまわない．また，

放送周期が短ければ再放送まで待つことを許容できる場合もある．図 5.2 に概念を示す．  

 

 

 

 

4 １ 3 2 5 n 

図 5.2  補正なし（手法 0） 

Fig.5.2 Non Recovery Method（Method 0） 

 

式(5.1)に 1 回目の受信に失敗する確率を，式(5.2)に 2 回連続して受信に失敗する確率を

示す． 

F R R Rc t
m

r
m

011 0111 1= − = − ⋅ ⋅R  

)

     (5.1) 

F R R R R R Rc t r t r
m

021 021
2 21 1 2= − = − ⋅ − ⋅(      (5.2) 

正常に受信できれば，通信効率 CE0は も良い． 

CE0=1         (5.3) 
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５．２．２ １チャネル補正手法（手法 1） 

 時間的冗長を加え，n ページにひとつのパリティページを加える FEC 手法である．チャ

ネル障害が無視できるなら，この手法で信頼性を保つことができる．図 5.3 に概念を示す．

バーストエラーに備えてインターリーブ手法の採用が必要であるが，図からは省略してあ

る． 

 

4 １ 3 2 5 n m p p 

 

 

 

 

図 5.3  1 チャネル補正手法（手法 1） 

Fig.5.3  Forward Error Correcting Method with 1 channel (Method 1) 

  n ページごとに 1 ページのパリティページが付加されているとした場合，チャネルエラー

を無視した場合に 1 回で正しく受信できる確率を Rntr とすると，Rntr は式(5.4)より得られ

る． 

R n R R n R Rmtr t
n

r
n

t
n

r
n= + − ⋅ ⋅+( )1 1 +1       (5.4) 

式(5.5)に 1 回目の受信に失敗する確率を，式(5.6)に 2 回連続して受信に失敗する確率を

示す． 

F R Rc nt

m
n

111 1111= − = ⋅R r        (5.5) 

F R R R R
m
n21 1 2= − = − −(c ntr mtr121 121 )       (5.6) 

通信効率 CE1はパリティページ付加の分だけ落ちる． 

CE n
n1 1

=
+

        (5.7) 

 

５．２．３ ２チャネル交錯手法（手法２及び３） 

 手法 1 は，チャネル障害を無視できる場合は，有効で効率的であるが，チャネル障害を

無視できない場合には，再度受信を行っても失敗する確率を無視できない．そのため，図
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5.4，5.5 に示すように AB２つの相互に相関度が低い放送チャネルを使用し，両方のチャネ

ルで同じ長さの異なる一連の情報を放送する．次回の放送に同じ種類の情報を放送する場

合，チャネル間で放送データの内容を交換して放送する．この手法は１回めの受信に対す

る信頼性を確保する手法でなく， 悪の事態を回避するための手法である．これにより，

チャネル障害があっても別のチャネルで再放送されるため，2 回目の受信で正常に目的デー

タを取得できる確率は高まる．無補正手法に対応する手法 2 と，１チャネル補正を行いさ

らに交錯を行う手法 3 がある．クライアントは，並行して流される情報のいずれか一方の

みを受信すれば良いことが前提となる．  

 

 

Channel１ 

 

 

Channel 2 

A1 A2 A3 A4 A5 An 

A1 A2 A3 A4 A5 An B1 B2 B3 B4 B5 Bn 

B1 B2 B3 B4 B5 Bn 

 

図 5.4  無補正 2 チャネル交換手法（手法 2） 

Fig.5.4  Data Exchange Method with non recovery (Method 2） 

 

 

Channel 1 
 
 
Channel 2 

A1 A2 A3 A4 A5 An 

B1 B2 B3 B4 B5 Bn A1 A2 A3 A4 A5 An 

B1 B2 B3 B4 B5 Bn Ap 

Bp

Bp 

Ap 

 
図 5.5  データ補正／チャネル交換手法（手法 2） 

Fig.5.5  Data Exchange Method with Forward Error Correcting (Method 2） 

 
別の観点から見れば，これらの方法は一連の放送データについて周期を半分ずらして放送

し，再受信による待ち時間を半減していることにもなる．複数のチャネルが確保できる場
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合で，クライアントの目的データ受信をできるだけ短くしたい場合やチャネルの信頼性が

あまり高くない場合に有効な方法である．ただし，後述の手法５や６とは異なり，チャネ

ルエラーが発生すれば，クライアントは別のチャネルに切り替え，当該データの再放送ま

で待たなければならない． 

手法 2 を選択した場合について，式(5.8)に 1 回目の受信に失敗する確率を，式(5.9)に 2

回連続して受信に失敗する確率を示す． 

F R R Rc t

m

r
m

212 212
2 21 1= − = − ⋅ ⋅R       (5.8) 

F R

R R R R R R R R R R R
m

m m

222 222

2 2 2 2 2 2

1

1 2 2 1 2

= −

= − − + ⋅ − + ⋅ ⋅ −( ( ) ( )) ( )c t r r t r t c t r c1

)

   (5.9) 

通信効率は下がらない． クライアントが複数チャネルを同時に受信可能であれば，有効

な方法である． 

CE2=1         (5.10) 

手法 3 を選択した場合の受信に失敗する確率を計算する．まず 1 チャネルのみで受信し

ているとき，n ページに 1 ページのパリティページを付加した場合にランダムエラーに耐え

て正常受信できる確率を Rnrとすると Rnrは式(5.11)で得られる． 

R n R n Rnr r
n

r
n= + − ⋅ +( )1 1        (5.11) 

  同様に２チャネル同時に受信した場合に，ランダムエラーに加えて全チャネル共通のタ

イミングエラーに耐えて正常受信できる確率を R2ntrとすると，R2ntrはタイミングエラーが

発生しなかった場合両チャネルとも受信できる確率である Rnrの 2 乗と，1 回のみタイミン

グエラーが発生した場合両チャネルでランダムエラーが発生しない確率の和であるから，

R2ntrは式(5.12)で得られる． 

R R R n R R Rntr t
n

nr t
n

r
n

t2
1 2 21 1= ⋅ + + ⋅ −+ ⋅( ) (      (5.12) 

これから，1 回目の受信に失敗する確率は式(5.13)で得られる． 

F R R Rc n

m
n

312 312
2

2
21 1= − = − ⋅ tr       (5.13) 

1 回目の受信においてチャネルエラーを無視し，n ページに 1 ページのパリティページに対

応して，チャネル 1 で正常受信し，チャネル 2 で受信に失敗する確率を R1ntrとすると，R1ntr
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は式(5.14)で得られる． この値は，タイミングエラーが起きなかった場合と 1 回タイミン

グエラーが生じる場合の和として示している． 

R R R R n R R R Rntr t
n

nr nr t
n

r
n

t
n

1
1 1 1 1 1= ⋅ − + + ⋅ − −+ ( ) ( ) ( )( r )    (5.14) 

2 回連続して受信に失敗する確率は式(5.15)より得られる．  

F R

R R R R R R R R Rc ntr ntr ntr ntr ntr

m
n

c ntr

m
n

c

322 322

2
2 2

2
1 2

2

1

1 2 2 2 1

= −

= − − + − − −( ( )) ( )

2 )

   (5.15) 

式(5.12)において は，チャネルエラーを除き，2 回繰り返しの少なくとも 1 回は

並列正常受信できる確率であり，2

2 2 2
2R Rntr ntr−

1R R Rntr ntr ntr( − は他のチャネルではチャネルエラー以外

の要因で受信に失敗し，同じチャネルで繰り返し受信して受信に成功する確率である．ま

た，2 1R R R
m
n (c ntr c− )は一方のチャネルがエラーを起こしたとき，正常受信できる確率である． 

通信効率は手法 1 と同じである． 

CE n
n3 1

=
+

        (5.16) 

 

５．２．４ ２チャネル同種並列手法（手法 4） 

2 チャネルの放送が可能であるが，クライアントは１チャネルのみ受信可能である．一連

の放送情報の全てを受信しなければならないが手法 2，3 のように再放送まで待つことはで

きるだけ避けたい場合がある．このような状況における高信頼性放送スケジュールとして

次の手法が考えられる．サーバは，マスタチャネルにデータを出力し，burst ページ出力時

間に相当する時間差をおいて，同じ情報をスレーブチャネルに流す．クライアントは，マ

スタチャネルから受信し，あるページの受信に失敗すれば，スレーブチャネルに切り換え

る．スレーブチャネルでは，遅れて同じデータを出力しているので，回復を図ることが可

能となる．これは同じデータを複数持つという意味で，磁気ディスクにおける RAID1 に相

当する．この概念を図 5.6 に示す． 

ただし，このままでは１回の受信ミスしか許されないことになるので，n ページ放送する

毎に burst ページのダミーページを置いて，副チャネルから正チャネルに戻す機会を与える

ものとする．この例を図 5.7 に示す． 
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マスタチャネル 
 
 
スレーブチャネル 
 

D A C B F E G H 

D A C B F E G H 

受信の選択 

図 5.6  ダミーページなし 2 チャネル同種並列手法（手法 4） 

Fig.5.6 Semi-parallel output method without dummy pages (Method 4) 

 

 

マスターチャネル 

 

 

 

スレーブチャネル 

 

図 5.7  ダミーページ付加 2 チャネル同種並列手法（手法 4） 

Fig.5.7 Semi-parallel output method with dummy pages (Method 4) 

 

出力情報が障害を含むリアルタイムデータの場合，パリティページを設ける手法はパリテ

ィページを読まないと，補正対象の全てのデータが受信側で処理できない．処理の遅延が

許されない場合は，それらの手法は採用できない．手法４は大きな遅延が許されずデータ

の欠損も避けたい場合に有効な手法である． 

式(5.17)に 1 回目の受信に失敗する確率を示す．また，手法の目的からすれば 2 回目の受

信を待つことは一般に許容できないであろうが，他の手法との比較上式(5.18)に 2 回連続し

て受信に失敗する確率を示す． 

 

F R R R Rc ntr

m
n

c411 411
2

0111 1 2 1= − = − ⋅ − −( R )      (5.17) 

D A C B F - E - - G - H 

受信の選択 

D A C B F - E - - G - H 
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F R

R R R R R R R R R

R R R R R R R R R

c ntr ntr ntr ntr

m
n

c c ntr ntr

m
n

m
n

m
n

421 421

2 2 2 2

2 2 3 4 2

1

1 2 2 2 2 1 2

1 4 6 4 2 1 2

= −

= − − − − − − −

= − − + − − − −

( ( ) ( ) ) ( )( )

( ) ( )(c ntr ntr ntr ntr c c ntr ntr

2

)

   (5.18) 

  通信効率は式(5.19)のとおりとなる． 

CE crt
crt burst4 2

=
+( )

       (5.19) 

 

５．２．５ マルチチャネル補正放送手法（手法 5） 

  前述した手法 3 は，同時に２式のデータを放送し，そのいずれかまたは両方を受信する

方法であるが，１回目の受信の成功率は１チャネルのみの手法と変わらない．手法 3 より

も通信効率を高め，１回目の受信の成功率を高める方法として，３つ以上のチャネル数と

放送データ数が存在することを前提にRAID4に相当するマルチチャネル放送スケジュール

手法を提案する． 

  (n+1)チャネルの放送チャネルが確保可能として，サーバは(n+1)種類の放送データを並行

して流す．クライアントはそのなかから必要な 1 種類の情報を受信する．放送データにお

いては，n ページに対して１ページの補正用パリティページを設ける．ある一連の情報に関

し，パリティページも加えて，burst ページを単位にして放送／受信チャネルを順次切り換

えていく．  

図 5.8 に n＝4 の場合の配置例を示す．図 5.8 において，英字＋数字は転送するページで

あり，英字＋Ｐは当該英字の各ページ全体に対する補正を行うことができるパリティペー

ジである．図 5.8 のように配置することにより，あるチャネルまたは時間帯に共通する障害

が発生しても他のデータで補正することが可能となり，再放送まで待たなければならない

確率が減少する．（図 5.8 ではわかりやすくするため burst=1 としているが，実際にはバ

ーストエラーに対処するため burst>1 が必要である．後述する図 5.9 も同様である．） 
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チャネル 1 A1 E2 D3 C4 BP 
 
チャネル 2 B1 A2 E3 D4 CP 
 
チャネル 3 C1 B2 A3 E4 DP 
 
チャネル 4 D1 C2 B3 A4 EP 
 
チャネル 5 E1 D2 C3 B4 AP 
 
 
図 5.8 マルチチャネル補正手法（手法 5） 

Fig.5.8 Multi-channels recover output method (Method 5) 

 
クライアントが 1 チャネルのみ受信が可能である場合，1 チャネルに着目すると 1 回目の

受信で受信に失敗する確率は式(5.20)，2 回続けて受信に失敗する確率は式(5.21)のとおり

となる． 

F R R R n R R Rc
n

ntr

m
n

c
n

t
m

r
m

c511 511
11 1 1 1= − = − − + ⋅ ⋅ −+ ( ) ( R)    (5.20) 

F R R R R n R R R R Rn
m
n n n n n n

m
n1 2 2 21 1 2 1 2 1= − = − − − + ⋅ − ⋅ −+ ( ) ( ) ( ) ( Rc ntr ntr c t r t r c521 521 )

)

   (5.21) 

  全てのチャネルを並行して受信可能な場合，チャネルエラーを無視できるときの 1 ブロ

ックのデータを全て受信できる確率 R3ntrは式(5.22)のとおりとなる． 

R R R n R R Rntr t
n

nr
n

t
n

r
n n

t3
1 1 11 1= ⋅ + + ⋅ −+ + +( ) (( )      (5.22) 

  これから，全てのチャネルを並行して受信できる場合，1 回目の受信で正常受信できない

確率は式(5.23)，2 回続けて受信に失敗する確率は式(5.24)のとおりとなる． 

F R R R n R R Rk k c
n

ntr

m
n n

c
n

t

m
n

r
m

c51 51
1

3
11 1 1 1= − = − ⋅ − + ⋅ ⋅ −+ +( ) ( ) ( R)    (5.23) 
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  (5.24) 

通信効率は式(5.25)のとおりとなる． 

CE n burst
n burst cc5 1

=
⋅

+ +( )( )
       (5.25) 

 

５．２．６ マルチチャネル分散配置手法（手法６） 

  受信可能なチャネル数が放送されるチャネル数よりも少ない場合を想定する． 手法 5 の

配列で，同時に必要とするデータが重ならないようにできるのは，一次元的にデータを分

類する場合に限られる．しかし，２次元の情報を放送する場合，行の一連の情報を受信し

たいクライアントと列の一連の情報を受信したいクライアントとに分かれることがある．

例えば，地域別の全ての情報を受信したい場合と，天気予報，交通情報といった全地域の

種類別情報を受信したいといった場合である． 

RAID4 相当に放送スケジュールを設定配列すると，行または列のいずれかを犠牲としな

ければならない．例えば行中心に受信することを優先すると同じ列の情報が同時に放送さ

れるので，一連の列の情報を受信したいクライアントはその行以外の情報を聞き逃すこと

になる．したがって再度同じ情報が放送されるまで，待たなければならない．それを緩和

するため，RAID5 に相当するスケジュール手法を提案する．配置の方法として，チャネル

別，時間帯別にどの系列をとっても，ひとつの系列に同じ種類の行，列の情報が複数含ま

ないように配置し，行，列に対するパリティページを分散して送信する．５チャンネルの

例を図 5.9 に示す．図 5.9 において P＋数字は同じ数字のページの合計パリティであり，PP

は受信する必要がないダミーページである．他は図 5.8 と同様の意味を示している．この配

置により行または列を，順次チャネルを変えながら受信することが可能となり，かつひと

つのチャネルまたは時間帯の障害に対する耐性を持つこととなる．放送するチャネル数が

奇数の場合は，同一チャネルと時間帯に同一行，列のアイテムを配置しない方法をとるこ

とができるが，偶数チャネルの場合は不可能であり，１チャネル分のダミーのページが必

要になる．ここで，このため，ダミーページには行列のデータとは異なり，同時受信の必
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要性が低い一次元的情報を配置するなどの工夫をこらす必要がある． 

 
 
 

A1 C4 P2 BP D3 チャネル 1 
 

D4 A2 CP P3 B1 チャネル 2 
 

B2 DP A3 C1 P4 チャネル 3 
 

PP B3 D1 A4 C2 チャネル 4 
 

C3 P1 B4 D2 AP チャネル 5 
 
図 5.9 マルチチャネル分散配置手法（手法 6） 

Fig.5.9 Multi-channels dispersion method (Method 6) 

 
  ２次元データベースを一式の行と列に配置できない場合は，時間列上に順次配置する．

図 5.8 はチャネル数が 5 で 10 行 12 列の 2 次元テープルを行または列単位のいずれも読め

るように配置した場合の例である．一連の行と列のテーブルを 12 の組み合わせに分け，順

次実行することに目的を達している．行または列の数を（チャネル数－1）で割って剰余が

でる場合は通信の効率が悪くなる． 

RAID5 に対応するこの手法はチャネル数が少ない場合は通信効率が悪く，行と列の双方か

ら受信できるようにする効果が生きてこないが，同時に利用するチャネル数が多くなれば，

通信効率の差も RAID4 に比べて小さくなるので，有効なスケジュール決定方法となる．な

お，受信成功率は n の値に対して RAID4 と同じとなる． 

なお，通信効率を上げるためにはページの情報を大きくし，相対的に cc の値を小さくする

必要がある．ひとつのタップルの情報量が少なく行や列の数が多い 2 次元データベースを

手法６で放送する場合は，複数の行や列をまとめて，ひとつのページに大きな情報を含め

るような設計が必要である． 
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A1 C4 P2 BP D3 A5 C8 P6 BP D7 A9 C12 P10 BP D11 A13  P14 BP  

D4 A2 CP P3 B1 D8 A6 CP P7 B5 D12 A10 CP P11 B9  A14 CP  B13 

B2 DP A3 C1 P4 B6 DP A7 C5 P8 B10 DP A11 C9 P12 B14 DP  C13  

PP B3 D1 A4 C2 PP B7 D5 A8 C6 PP B11 D9 A12 C10 PP  D13  C14 

C3 P1 B4 D2 AP C7 P5 B8 D6 AP C11 P9 B12 D10 AP  P13  D14 AP 

E1 G4 P2 FP H3 E5 G8 P6 FP H7 E9 G12 P10 FP H11 E13  P14 FP  

H4 E2 GP P3 F1 H8 E6 GP P7 F5 H12 E10 GP P11 F9  E4 GP  F13 

F2 HP E3 G1 P4 F6 HP E7 G5 P8 F10 HP E11 G9 P12 E14 HP  G13  

PP F3 H1 E4 G2 PP F7 H5 E8 G6 PP F11 H9 E12 G10 PP  H13  G14 

G3 P1 F4 H2 EP G7 P5 F8 H6 EP G11 P9 F12 H10 EP  P13  H14 EP 

I1  P2 JP  I5  P6 JP  I9  P10 JP  I13  P14 JP  

 I2  P3 J1  I6  P7 J5  I10  P11 J9  I14   J13 

J2  I3  P4 J6  I7  P8 J10  I11  P12 J14     

PP J3  I4  PP J7  I8  PP J11  I12  PP     

 P1 J4  IP  P5 J8  IP  P9 J12  IP  P13   IP 

 

図 5.10 行と列がチャネル数より多い場合の手法 6 の配置 

Fig5.10 Arrangement at Method 6 when the number of columns or rows is bigger than 

the number of channels 

 

1 チャネル受信の場合の 1 回目の受信及び 2 回連続して受信に失敗する確率は，手法 5

と同じである． 

F F611 511=         (5.26) 

F F621 521=         (5.27) 

クライアントが同時に複数チャネルで受信可能な場合は，手法 6 は無意味である．デー

タベースの行または列を（奇数のチャネル数－１）で割って余りがでない も効率が良い

場合の通信効率は式(5.28)のとおりとなる． 

CE n burst
n burst cc6

2 2

21
=

⋅
+ ⋅ +(( ) ( ))

      (5.28) 

 

 

 105 



５．３ 各手法比較 

 

５．３．１ 信頼性と通信効率 

信頼性と通信効率はトレードオフの関係にある．図 5.11 は手法 4 において Ft＝Fr＝10-3，

10-4，10-5 とそれぞれの場合において，Fc=10-4，burst=2，m=128 とおき，m の値を変化

させた場合の受信失敗率と通信効率との関係を示す図である．burst=2 とおいた理由はバー

ストエラーへの対処とスレーブチャネルからマスタチャネルへの切り戻しの余裕を与える

ためである．図では，目標信頼性と通信効率の関係を示すために Ft，Fr がいくつかの値を

とるケースについて示した．他のパラメータについては，本特性への影響が小さいため代

表的な値を選んで固定値とした．図 5.11 において，信頼性が低いと n の値を小さくせざる

を得ないが，信頼性が高ければ通信効率が高まるよう n の値を大きくとることが可能であ

る． 

 

ページ信頼性／通信効率
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信
失
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・
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通

信
効

率

ページ信頼性=0.999
ページ信頼性=0.9999
ページ信頼性=0.99999
通信効率

 

図 5.11 転送効率と障害率との関係 

Fig.5.11 Relation between communication efficiency and failure rate 
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 ５．３．２ 連続データ受信 

一連の連続するページをまとめて受信する場合の各手法の通信効率と受信失敗率を比較

する．（手法６は取得失敗率が手法５と同じとなるため，省略する．）その場合のページ

群は周期の全てまたは，一部の区間のいずれでも良い．時間的障害やランダム障害に対す

るチャネル障害の比率により，受信に失敗する確率の振る舞いを確認するため，m＝40，n

＝4，burst＝2，cc＝0.1，Ft＝Fr＝10-3とした場合の，Fcの値による１回目の受信に失敗す

る確率と，２回連続して失敗する確率の分布を図 5.12 と図 5.13 に示す．各手法の通信効率

は，ページ内の冗長度は無視すると，それぞれ手法 0,2 が 100%，手法 1,3 が 80%，手法 4

は 33%，手法 5 は 73%，手法６は 58%となる．手法４は失敗率が も低いが通信効率が極

めて悪い．手法 3 は通信効率も良く，再受信の段階まで含めれば，次いで失敗率が低いが，

手法 2 と同様に，1 回目の受信ではチャネル切替効果がないため失敗率が高い．手法 5 は，

通信効率と失敗率のバランスをとった結果となっている． 

 

手法

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.00E-04 3.16E-04 1.00E-03 3.16E-03 1.00E-02

チャネル障害率

受

信
失

敗
率

F011/F211

F111/F311

F411

F511

図 5.12  1 チャネル連続受信聴取不成功率（１回目） 

Fig.5.12 Continuous page listening failure rate with 1 channel  (First listening) 
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手法

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.00E-04 3.16E-04 1.00E-03 3.16E-03 1.00E-02

チャネル障害率

受

信
失

敗
率

F021

F121

F221

F321

F421

F521

 

図 5.13  1 チャネル連続受信聴取不成功率（2 回目） 

Fig.5.13 Continuous page listening failure rate with 1channel (Second listening)  

 

  なお，n=6 とすると，通信効率は手法 0，2 が 100%，手法 1，3 は 86%，手法 4 は 75%，

手法 5 は 78%，手法 6 は 67%となる．まとめの単位が大きくなると通信効率は向上する．

しかし，図 5.11 において手法 4 の事例で示したように受信失敗率は増加する． 

  端末が同時に複数チャネルを聴取する場合，Ftの要素が独立に聴取失敗率に影響する． Ec

＝0，m＝40，n＝4，Fr＝10-3 とおき， Ft の値による１回目と２回目の聴取失敗率の分布を

図 5.14，図 5.15 に示す．チャネルエラーなしとしても複数チャネルで放送するほうが失敗率

が低い． 

 108 



手法

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.00E-04 3.16E-04 1.00E-03 3.16E-03 1.00E-02

時間障害率

受

信
失

敗
率

F01k

F11k

F21k

F31k

F51k

図 5.14  多重チャネル連続受信聴取不成功率（1 回目）Fig.5.14 Continuous page listening 

failure rate with multiple channels (First listening) 

 

手法

1.E-09

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.00E-04 3.16E-04 1.00E-03 3.16E-03 1.00E-02

時間障害率

受

信
失

敗
率

F02k

F12k

F22k

F32k

F52k

図 5.15  多重チャネル連続受信聴取不成功率（2 回目） 

Fig.5.15 Continuous page listening failure rate with multiple channels (Second 

listening) 
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 ５．３．３  部分ページ受信 

次に，クライアントは関心のある１ページしか受信しない場合を考察する．受信失敗率

は以下のとおりとなる． 

F R Rc t011 1= − ⋅ ⋅ Rr

R )

R

)

2

R

R

R

       (5.29) 

F R R R Rc t r t r021
2 21 2= − ⋅ − ⋅(       (5.30) 

R R R R R R Rtr t r t r t
n

r
n

1 1= ⋅ + − ⋅ ⋅ ⋅( )       (5.31) 

F Rc tr111 11= − ⋅         (5.32) 

F R R Rc tr tr121 1 1
21 2= − ⋅ −(        (5.33) 

F F211 011=         (5.34) 

F R R R R R Rc t r c t r221
2 21 2= − ⋅ ⋅ + ⋅ ⋅       (5.35) 

F F311 111=         (5.36) 

F R R Rc tr c tr312 1
2

1
21 2= − ⋅ + ⋅       (5.37) 

R R R R R R R R R Rtrn c t r c t r c t
n

r
n= ⋅ ⋅ + − ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅( )1     (5.38) 

F trn511 1= −         (5.39) 

F Rtrn trn512
21 2= − +        (5.40) 

  ， は計算の中間値である． Rtr1 Rtrn

  なお，手法 4 は，特定ページ受信のためには手法 2,3 と比べて利点はないので比較の対象

外とする．図 5.10，図 5.11 と同じ条件の場合，１回目と２回目の受信失敗率を図 5.16，図

5.17 に示す．手法 0 と１は，ほとんど失敗率がチャネルエラー率に等しくなり，図では区

別できない．他は連続ページ受信の場合と同じ順だが，各々の差は大きくなる． 

 ２回目の受信の段階では手法 2,3 が有利な場合もあるが，一般にチャネルを複数確保で

き，放送する情報の種類もチャネルに応じて存在するならば，手法 5,6 が有利であることが

示された． 
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手法

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.00E-04 3.16E-04 1.00E-03 3.16E-03 1.00E-02

チャネル障害率

受

信
失

敗
率

F011

F111/F211/F321

F511

図 5.16  1 ページ聴取失敗率（１回目） 

Fig.5.16 One page listening failure rate (First listening) 

手法
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チャネル障害率
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信
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功
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F021

F121
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図 5.17  1 ページ聴取失敗率(2 回目) 

Fig.5.17  One page listening failure rate (Second listening) 
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表 5.1 に送受信可能なチャネルの条件や障害に対する耐性の条件に対して望ましい手法

について示す． 

 

表 5.1 推奨手法 

Table 5.1  Recommendable Method 
再

放

送

待

ち

許

容

性 

チ

ャ

ネ

ル

障

害

無

視 

複

種

放

送

選

択

性 

放
送
チ
ャ
ネ
ル
数 

聴

取

チ

ャ

ネ

ル

数 

選択手法 
注 
＊チャネル障害に対する対処策なし 
＊＊２チャネルで十分 
 
Ｙ：あり／可能 
Ｎ：なし／不能 

Ｙ Ｙ － － － 手法 0 
Ｙ Ｎ － １ － 手法 0＊ 
Ｙ Ｎ － ２ － 手法 2 
Ｎ Ｙ － － － 手法 1 
Ｎ Ｎ － １ － 手法 1＊ 
Ｎ Ｎ － ２ ２ 手法 3 
Ｎ Ｎ Ｙ ２ １ 手法 3 
Ｎ Ｎ Ｎ ２ １ 手法 4 
Ｎ Ｎ － ｍ ｍ 手法 5 または６ 
Ｎ Ｎ Ｙ ｍ １ 手法 5 または６ 
Ｎ Ｎ Ｎ ｍ １ 手法 4＊＊ 

 

５．４  目的とするページ受信までの待ち時間と回数 

 

  1.2 節で述べたように，データ放送スケジューリングの評価要素として，信頼性・通信効

率に加えて，待ち時間，遅延時間，実受信時間等がある．本章では，前節まで通信効率と

信頼性の関係について考察を行ってきた．本節ではこれに加えて信頼性と密接な関係があ

る実受信時間との関係について検討する． 

待ち時間・遅延時間については，第 3 章に検討したように，初期受信率・定常受信率・

データ更新率等から適切なページ出力の配分が定められているが，補正の対象となるブロ

ック内では，同一ページの出力はないものとする．本節では，信頼性確保の手段としては，
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手法 5 を前提に検討を行う．以下検討の方法は手法 1，3 でも同じである．（手法２，４は

直接の関連性はない．手法６は個別ページ受信の場合は無意味である．）待ち時間，実受

信時間をなるべく小さくし，かつ手法 5 を活用して信頼性を上げるためには，以下の方法

をとる． 

・式(2.1)に示した配分率に準じて各ページの出力割合を配分する． 

・ 補正ブロックの先頭から実受信を開始する． 

・ 正常受信を続けているならば，ページ間のパリティ計算の 新累計値の更新を行う． 

・ 目的ページの放送／受信前に補正ブロック内のあるページが正常受信できなければ，そ

のページの次のページから目的ページの直前まで，実受信を打ち切る． 

・ 目的ページは，それまで正常に受信を続けてきたか途中で受信を打ち切ったかにかかわ

らず，そのページは受信する． 

・ 目的ページが正常受信できれば，以後の補正ブロック内のページの実受信を打ち切る． 

・ 目的ページの受信に失敗し，補正ブロック内の目的ページより前の全ページの受信に成

功している場合は，目的ページ受信失敗後も受信を続ける． 

・ 目的ページの受信に失敗し，補正ブロック内の他の 1 ページの受信に失敗すれば受信を

打ち切る． 

ページ i の受信回数の期待値を TUNEiとすると i=1 の場合は次のとおりとなる． 

TUNE R R R R R R R R Rc t r c
n

t r
k

c t r
n

1 1 1 1= + − ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ = + ⋅ ⋅∑( ) ( ) (
k 1=

)   (5.41) 

i>1 の場合は，次の式から得られる． 

TUNE R R R R R R R R R R

R R R R R R R R R R R R
R R R

i c t r
k

k

i
c t r

i
c t r

k
k

n i

c t r c t r
i

c t r
n

c t r
n

c t r

= ⋅ ⋅ + + − ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅

=
− ⋅ ⋅ − ⋅ ⋅ − ⋅ ⋅ + ⋅ ⋅

− ⋅ ⋅

=

−

=

− −

+

∑ ∑( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )
0

1

0

1

1

1 1

2
1

+1

i=1

 (5.42) 

平均受信回数を TUNE，ページ i の定常受信率を piとすると TUNE は式(5.43)式にて示

される． 

TUNE p TUNEi
n

i= ⋅∑        (5.43) 

目的ページの受信に失敗し，目的ページ前の少なくとも 1 ページの受信に失敗した場合及

び目的ページの受信に失敗し，さらに後続ページの受信に失敗した場合は，そのページの
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受信に失敗したという結果となる． 

補正ブロック内のページ出力の順序を定常受信率の高い順に出力すれば，補正機能を生か

した状態で，もっとも実受信時間が短くなる．図 5.18 は，各ページの受信率がθ＝0～1.5

の Zipf 分布にしたがった場合に n（補正ブロックのページ数）＝40 の場合の平均実受信回

数を示したものである．偏りが大きければ（θが大であれば）それだけ，実受信時間が小

さくなる．受信率と無関係にランダムに補正ブロックのページの配列を定めれば，実受信

回数はθ=0 の場合と期待値は同じとなる． 

  補正ブロックのページ数が多い場合，補正ブロックの後部に位置付けられたページを読

むクライアントは実受信時間が長くなり，出力されるごとに実受信を行うのは受忍限度を

超えることがある．この対策を検討する． 

  実受信時間抑制対策の第１は補正ブロックの単位を小さくすることである．全体として

実受信時間は短くなり，受信の信頼性も向上する．しかし，通信効率は低下する．実受信

時間抑制対策の第２は許容限度を超える位置に割り付けられたページについては，補正準

備のための事前実受信を行わないことである．当該ページの受信に失敗すれば，そのペー

ジが再放送されるまで待たなければならない．受信率の高い順にページを配列するものと

する．事前受信を行わないページ数を u とすると手法 5 における平均受信失敗率 は式

5.44 のとおりとなる． 

F
−

511

)R
i ri n u1

)

i i n u= = − +1 1

( ) (F p F p R Ri
n u

i c t
n

511 511 1
−

=

−

= −
= ⋅ + ⋅ − ⋅ ⋅∑ ∑ (     (5.44) 

  また，実受信時間 TUNE は式 5.45 のとおりとなる． 

( )TUNE p TUNE pi i
n u

i
n

= ⋅ +
−∑ ∑      (5.45) 

全体の通信信頼性，実受信時間との関係を図 5.19，図 5.20 に示す．障害を含めた場合の

平均待ち時間を 小とするページの出力配分は式(2.2)に示すとおりであるが，極度に通信

信頼性が悪くない限りは，たとえば 10-2 以下の受信失敗率であれば，出力配分に関して障

害は無視して良い．実受信時間抑制対策の第３は事前受信を行わないページを受信率の大

きいページとし，これを補正ブロックの後部に配置することである．事前受信を行うペー

ジは前部に配置し，そのなかでは受信率の大きい順に配列する．この場合の平均受信失敗
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率 は式(5.46)のとおりとなる． F
−

511

)Rr1 1
)

i i n u= = − +1 1

( ) (F p F p R Ri ui

n u
i c ti

u
511 511 1
−

+=

−

=
= ⋅ + ⋅ − ⋅ ⋅∑ ∑ (     (5.46) 

 また，実受信時間は TUNE は式(5.47)のとおりとなる． 

( )TUNE p TUNE pi u i
n u

i n u
n

= ⋅ ++

−

− +∑ ∑     (5.47) 

図 5.21 及び図 5.22 は事前受信を行わないページ数と全体の通信信頼性，実受信時間との

関係を示したものである．第 2 の配列法に比べると，受信率の偏度が大きい場合に，信頼

性が低くなっているが実受信回数が小さくなっている．第２の配列方法は信頼性を重視し

た方法であり，第３の配列方法は受信率が大きいページは放送頻度も大きいので，受信に

失敗しても待ち時間は受忍限度内であるという考え方にたって実受信時間抑制を重視した

考え方である． 
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図 5.18  偏度とページ障害発生率による受信回数 

Fig. 5.18 Tuning time with deviation factor and fault rate of page 
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図 5.19 補正対象外ページ数と正常受信率（第 2 の配列法） 

Fig.19 Relation between number of uncorrectable pages and acceptable rate（Second 

Arrangement） 
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図 5.20 補正対象外ページ数と実受信時間（第 2 の配列法） 

Fig.19 Relation between number of uncorrectable pages and tuning time （Second 

Arrangement） 
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図 5.21 補正対象ページ数と正常受信率（第 3 の配列法） 

Fig.5.21 Relation between number of uncorrectable pages and acceptable rate（Third 

Arrangement） 
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図 5.22 補正対象外ページ数と実受信時間（第 3 の配列法） 

Fig.5.21 Relation between number of uncorrectable pages and tuning time（Third 

Arrangement） 
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５．５ 結言 

 

無線通信は有線通信と異なり，回線に冗長性があっても，必ずしも有効に作用するとは限

らない．なぜなら，無線環境においては，各回線が同時に障害を起こす可能性が有線環境

に比べて極めて高いからである． 

本章において，時間的冗長性とチャネルの冗長性を持った放送スケジュールの信頼性とデ

ータ取得待ち時間及び受信回数について考察し，磁気ディスクにおける RAID1,4,5 の手法

に準じたマルチチャネル放送スケジュールの手法について提案した．手法 0 と 1 は，１チ

ャネルのみで放送しなければならない場合の手法であり，画像転送のようにデータの完全

性を重視しない場合は手法 0，通信効率よりもなるべく 1 回の放送で受信することを重視す

る場合は手法 1 が適している．手法 2 と 3 は放送に 2 チャネルの確保が可能な場合で，チ

ャネルの信頼性に不安がある場合に有効な手法である．手法２と３の相違は手法 0 と 1 の

相違に準ずる． 手法 5 は放送に 3 チャネル以上確保が可能な場合で，クライアントの情報

受信の興味が多種類に分かれており，複数の情報を並行して放送できるような環境におい

て特徴を発揮する．手法 6 は手法 5 の特殊な場合で，放送される情報が 2 次元に分類でき

る情報で，クライアントにより受信する情報がいずれかの次元に分かれるような場合に効

果を発する．これら手法 4 を除く提案した手法は，各ページに異常が検出されれば，クラ

イアントはパリティページを受信するまでデータを蓄積し，パリティページの受信や再送

受信により，データを補完するので，リアルタイムでデータを再現しなければならないマ

ルチメディア情報の転送には適しておらず，各手法は，非リアルタイムのデータ放送に適

している．一方，手法 4 はリアルタイムデータの転送に適している． 

データサーバが複数のチャネルでいろいろな情報を定期的な放送で提供するような環境

において，各ユーザクライアントが自己の必要としている情報のみを選択して，確実に早

く取得する手段として，複数のチャネルを順次切り替えながら放送し，受信する手法の有

効性を示した．同時にそのような放送スケジュール設定の場合，考慮しなければならない

いくつかの問題と対処策の方向を示した． 



第６章 
 

結論 
 

本研究はデータ放送のスケジューリングを課題として取り組んだ． 

第 1 章では本研究の背景及び目的と，本研究の特徴，構成について述べた．まず，本研

究の前提となるデータ放送のシステムモデルとデータ配信方式にについて説明し，本研究

の主題であるスケジューリングについて研究の目的と研究成果を示す評価項目を挙げ，そ

れが環境条件によってどのように変わるかを示すため，環境パラメータを列記した． 

また，本研究に関連する分野では，基準となる用語が確立されておらず，発表される論

文の用語が統一されていない．そのため第１章において本研究で用いた用語の定義を行っ

た．さらに，本研究の目的を達成するため，どのようなアプローチを行ったかということ

について述べた． 

第 2 章では本研究に関する従来の研究動向について，その概観と本研究との関連につい

て述べた．従来のデータ放送スケジュールの研究には，データ放送の概念そのものについ

て提案したもの，バッテリ節約（実受信時間の短縮）に焦点を合わせたもの，データ更新

を主題としたもの，統合化通信方式を研究したもの，信頼性について検討したもの，その

他に分類できるが，それそれの研究が本研究にどのようにかかわっているかについて述べ

た． 

第 3 章，第 4 章，第 5 章においては，本研究における個々の分野において提案評価した

方式とその評価について具体的に記述した． 

第 3 章において，サーバにおけるページのコンテンツ更新から放送出力までの時間を遅

延時間と定義し，従来から研究されているページの要求開始から受信までの時間を示す待

ち時間と合わせてそれらをできる限り小さくするためには，ページの要求や更新の分布か

らどのようにスケジューリングすれば良いかを考察した．ページの出力配分を定めるため，

べき乗指数をパラメータとして用いる方法を提案し，計算を容易に行う手法として二重循

環法，基準時刻法などの手法を他の手法とあわせて比較評価を行った.また，待ち時間と遅

延時間の相互関係についても考察し，待ち時間と遅延時間のバランスについても言及した． 

第 4 章において，プッシュ型（放送型）通信とプル型（オンデマンド型）通信の動的統
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合について研究を行った．サーバからクライアントへの帯域のみに着目すれば，一般にプ

ル型通信がプッシュ型通信より，待ち時間の面で効率が良い．しかし，プル型通信におい

て最適に近いページを候補ページとして選択しようとすると，選択のための演算負荷が大

きい．また，上り通信に必要な帯域が無視できず，ページ要求数が多い場合にはプッシュ

型通信が有利となる場合がある．そのため，両者を統合する方式において従来の静的な割

付けとは異なる動的な割付け方式を提案した． 

第 5 章においては放送データの信頼性を確保するための冗長化方式について研究した．

放送チャネルの多重化による信頼性の向上や FEC 方式による信頼性向上のみでは，特に無

線放送において，時間的一斉障害やチャネル障害に対して無効である．両者を組み合わせ，

分散配置する RAID に準じた方法を提案し，全体として信頼性を上げる方法を示した． 

これらの研究を通じて，データ放送に関し，データの更新率や受信率その他の要素に対

応して，それぞれ適切な手法で放送スケジュールを定めれば，サーバのデータを効率的・

高信頼で配信できることが判明した． 

従来の TV，ラジオ，新聞といったメディアを通した情報についてもこれまで情報洪水と

いえるほど，大量に情報が氾濫している事態は，日常のものになっている．しかし，西暦

2000 年を迎え，インターネット，携帯電話の革新的な普及，止むことのない情報処理機器

の高性能化，小型化などにより，通信の世界では，ここ 10 年間で，まさに隔世の感がある

ほど大きく変貌を遂げている．個々人が大量に情報の発信を行い受信を行っている．また，

今後 TV のデジタル化も開始され，デジタルデータ放送も急速に拡大していくものと予測さ

れる．従来は受信した情報の加工や保存の手段や容量は極めて限られたものであった．発

信される情報のデジタル化の進展に伴い，情報受信の選択や受信の速度，処理方法や保存

についてますます重要となってくる．情報受信・発信・処理が可能な携帯端末の普及は，

どこからでも情報処理ができるというだけでなく，どこにいても加工可能なユーザが欲す

る最新のデジタルデータ受信が可能であるべきであるということになる．それは，ユービ

キタスデータベースというべきものである．それには，個別通信方式のみでは追いつかず，

必然的にプッシュ型通信（放送型通信）の発展を伴ってくる． 

本研究は，今後大きな発展が予測されるデータ放送に対し，

 

時間的ロスを軽減し，信頼

性を向上させたスケジューリング方式について，提案評価できたと信ずるものである．
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付録 

 

Zipf 分布 

 

本論文において、対象となるデータ（ページ）の受信率や更新率の分布には、Zipf 分布

を仮定している．対象となるページの集まりをページ 1，2，3，…ののように順に番号を

振り、ｉで示す｡ 最大ページ番号つまりページ総数を m で示す｡ 全ページ集合の合計を 1
とした場合のページｉの分布値の比率を Pi とすると、Zipf 分布は式(付．1)で表される。 
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  式（付．1）において、θは分布の偏在を示す係数である。θ=0 の場合、全てのページ

は同じ値となり、分布は平坦であることを示す｡ θの値が大きくなるほど，分布の傾きは

大きくなる．図付録 1 に m=100 の場合の Zipf 分布をを示す。Piの値は対数で示している 
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